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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第33期中、第33期及び第34期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３．第35期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回 次 第 33 期 中 第 34 期 中 第 35 期 中 第 33 期 第 34 期 

会 計 期 間 
自平成16年４月１日 

至平成16年９月30日 

自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日 

自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日 

自平成16年４月１日 

至平成17年３月31日 

自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日 

売上高(百万円) 14,286 24,113 27,555 33,121 44,336 

経常利益(百万円) 2,513 9,258 8,731 5,233 17,302 

中間（当期）純利益 

(百万円) 
2,515 5,419 5,006 3,091 10,168 

純資産額(百万円) 123,039 138,183 273,939 125,966 150,383 

総資産額(百万円) 161,962 176,413 320,834 162,974 193,114 

１株当たり純資産額

（円） 
2,548.04 2,861.76 3,002.25 2,606.94 3,111.35 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
52.10 112.24 105.03 62.27 207.49 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額（円） 

－ － 105.03 － 207.41 

自己資本比率（％） 76.0 78.3 43.8 77.3 77.9 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー(百万円) 
△1,138 7,600 △11,722 990 13,002 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー(百万円) 
2,223 90 △1,857 △2,192 74 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー(百万円) 
△413 △3,559 2,186 △2,482 △7,243 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高

(百万円) 

26,976 26,991 54,279 22,542 28,991 

従業員数（人） 344 299 286 329 281 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第33期中、第33期及び第34期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３．第35期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回 次 第 33 期 中 第 34 期 中 第 35 期 中 第 33 期 第 34 期 

会 計 期 間 
自平成16年４月１日 

至平成16年９月30日 

自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日 

自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日 

自平成16年４月１日 

至平成17年３月31日 

自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日 

売上高(百万円) 13,573 22,137 18,984 31,076 41,521 

経常利益(百万円) 3,185 8,269 8,793 5,449 16,286 

中間（当期）純利益 

(百万円) 
2,349 4,903 5,633 2,772 9,645 

資本金(百万円) 33,251 33,251 33,251 33,251 33,251 

発行済株式総数(千株) 48,294 48,294 48,294 48,294 48,294 

純資産額(百万円) 116,422 130,768 133,002 119,363 142,068 

総資産額(百万円) 154,593 168,319 178,767 155,626 183,940 

１株当たり純資産額 

(円) 
2,411.02 2,708.19 2,841.27 2,470.20 2,939.16 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
48.66 101.55 118.20 55.66 196.65 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額（円） 

－ － 118.19 － 196.57 

１株当たり配当額

（円） 
－ － － 25.00 50.00 

自己資本比率（％） 75.3 77.7 74.4 76.7 77.2 

従業員数（人） 244 209 197 230 193 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社（連結子会社60社（投資事業組合47ファンドを含

む））が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありませ

ん。  

３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  なお、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会実務対応報告第20号 平成18年9月8日）が公表されたことに伴い、当中間連結会計期間より、当社グル

ープが管理運営する投資事業組合47ファンドを連結子会社として取り扱うことにいたしました。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）全社（共通）として、記載されている従業員は、特定の部門等に区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。 

(2) 提出会社の状況 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の部門等の名称 従業員数（人） 

投資・投資事業組合等管理運営業務 240 

全社（共通） 46 

合計 286 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 197 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（注）平成18年９月８日に企業会計基準委員会より実務対応報告第20号「投資事業組合に対する支配力基準及び

影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」が公表されたことに伴い、当中間連結会計期間より、当社グ

ループが管理運営する投資事業組合を連結子会社として取り扱うため、外部出資者の持分を含む当該投資

事業組合全体の資産・負債・収益・費用を連結財務諸表に計上しております。 

従来は、当社及び連結子会社の出資持分割合に応じて計上しておりましたので、当中間連結会計期間の資

産・純資産・売上高・売上原価等が、前連結会計年度・前中間連結会計期間に比して変動しております。

この影響額につきましては、「第５ 経理の状況」の「中間連結財務諸表作成の基本となる事項の変

更」、「有価証券関係」及び「セグメント情報」をご参照ください。 

また、これに伴う用語の混乱を避けるため、下記の定義により記載をしております。   

 （※）前連結会計年度及び前中間連結会計期間における「連結会社」の定義は「当社グループ」

と同じであります。 

(1）業 績 

当中間連結会計期間の連結売上高は275億５千５百万円（前年同期241億１千３百万円）と前中間連結会計期間に

比べ34億４千２百万円（前年同期比14.3％増）の増収となりました。また、連結経常利益は87億３千１百万円（前

年同期92億５千８百万円）と前中間連結会計期間に比べ５億２千６百万円、連結中間純利益は50億６百万円（前年

同期54億１千９百万円）と前中間連結会計期間に比べ４億１千３百万円の減益となりました。 

（キャピタルゲインの状況） 

営業投資有価証券売上高272億９千１百万円（前年同期214億３千１百万円）のうち、配当金及び債券利子を除く

株式等の売却高は269億１千８百万円（前年同期211億５千５百万円）であります。これに伴うキャピタルゲインは

117億９千３百万円（前年同期39億５千８百万円）となりました。 

 また、当社グループ及び投資事業組合の投資先からの新規上場会社数は、国内18社、海外１社（前年同期国内11

社、海外１社）となりました。 

 なお、営業投資有価証券売上原価166億５百万円（前年同期181億８千７百万円）に含まれる強制評価損は、14億

８千万円（前年同期９億９千万円）であります。  

名  称 定    義 

 連結会社（※）  当社及びすべての連結子会社（投資事業組合を含む） 

 当社グループ  当社及び連結子会社のうち投資事業組合以外の会社 

 投資事業組合 

    （ファンド） 

当社グループが管理運営する投資事業組合(投資事業有限責任組合契約

に関する法律上の組合、民法上の任意組合、外国の法制上のリミテッド

パートナーシップ等) 

 

前中間連結会計期間 
(平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(平成18年4月1日～ 
平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年4月1日～ 
平成18年3月31日) 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

 営業投資有価証券売上高 21,431 27,291 37,744 

 売却高（①） 21,155 26,918 37,212 

 配当金・債券利子 276 372 531 

 営業投資有価証券売上原価 18,187 16,605 24,846 

 売却原価（②） 17,196 15,124 23,374 

 強制評価損 990 1,480 1,471 

     

 キャピタルゲイン（①-②） 3,958 11,793 13,838 



 （投資実行の状況） 

 当中間連結会計期間の当社グループ及び投資事業組合の投資実行額及び投資会社数は、365億６千８百万円で207

社（前年同期222億１千７百万円で146社）となりました。投資実行額において、前中間連結会計期間に比べＶＣ投

資・バイアウト投資とも増加いたしました。 

（営業投資有価証券残高の状況） 

時価のある営業投資有価証券の「取得原価と時価の差額」は、254億８千７百万円（前期末280億４千７百万円）

であり、時価が取得原価を超えるものが269億３百万円（前期末284億８千２百万円）、時価が取得原価を超えない

ものが14億１千５百万円（前期末４億３千５百万円）であります。  

 なお、時価が取得原価を超えないものの評価差額（評価差損）は、部分純資産直入法により評価損として計上し

ております。当中間連結会計期間の評価損計上額（前期計上額の戻入相殺後）は、４億２千５百万円（前年同期８

千５百万円の戻入益）となりました。 

 以上のような投資・売却・時価変動等の結果、当中間連結会計期間末の営業投資有価証券残高は、2,361億６千８

百万円（前期末1,220億８千２百万円）となりました。 

（注）1. 未上場（ＶＣ投資）には、社債を含んでおります。 

 2. 「ベンチャーキャピタルファンド等への出資」は、当社グループ以外の第三者の運営する、未上場株式

等を対象とする投資ファンドへの出資であります。 

 

前中間連結会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成18年3月31日) 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借
対照表計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借
対照表計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表
計上額 
（百万円） 

上場 8,074 30,688 10,902 36,784 7,470 35,517 

 ＶＣ投資 8,074 30,688 10,902 36,784 7,470 35,517 

未上場 66,862 67,090 183,438 183,220 70,513 71,145 

 ＶＣ投資 58,656 58,883 154,347 154,129 61,074 61,707 

 バイアウト投資 8,206 8,206 29,091 29,091 9,438 9,438 

小計 74,936 97,779 194,341 220,004 77,983 106,663 

ベンチャーキャピタル 

ファンド等への出資 
15,224 15,260 15,858 16,164 15,199 15,418 

    合計 90,161 113,039 210,199 236,168 93,183 122,082 



 （投資損失引当金の状況）  

  営業投資有価証券の損失に備えるために投資先会社の実情を勘案の上、その損失見積額を計上しております。  

 個別銘柄ごとには、原則として回収見込額が取得原価の70％未満になったものを引当し、個別引当対象にならな

かった未上場残高に対しても一定の一括引当を行うこととしております。 

 当中間連結会計期間の投資損失引当金繰入額（純額）は△17億７千２百万円（前年同期△81億２千５百万円）

で、当中間連結会計期間末の投資損失引当金残高は401億９千万円（前期末211億９千１百万円）となりました。 

投資損失引当残高の内訳は、個別引当金残高327億７千４百万円（前期末184億１千８百万円）、一括引当金残高74

億１千５百万円（前期末27億７千３百万円）であります。 

 （投資事業組合等管理収入の状況） 

  当中間連結会計期間より、当社グループが管理運営する投資事業組合等の管理報酬及び成功報酬は内部取引とし

て消去されることとなりました。前中間連結会計期間のこの業務による収入は、25億２千７百万円であり、その内訳

は以下のとおりであります。  

（注）1. 当中間連結会計期間における投資事業組合等管理収入８千７百万円は、「その他の売上高」に含めて表

示しております。  

２. 前中間連結会計期間及び前連結会計年度の管理報酬及び成功報酬は、当社及び連結子会社の出資持分相

当額相殺後の金額となっております。  

 

前中間連結会計期間 
(平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(平成18年4月1日～ 
平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年4月1日～ 
平成18年3月31日) 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

 
投資損失引当金繰入額 

（純額） 
△8,125 △1,772 △7,033 

 

前中間連結会計期間末  

（平成17年９月30日）  

当中間連結会計期間末  

（平成18年９月30日）  

前連結会計年度  

（平成18年３月31日）  

金 額（百万円） 金 額（百万円）  金 額（百万円）  

 投資損失引当金残高 20,069 40,190 21,191 

  個別引当残高 17,458 32,774 18,418 

  一括引当残高 2,611 7,415 2,773 

 

前中間連結会計期間 
(平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(平成18年4月1日～ 
平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年4月1日～ 
平成18年3月31日) 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

 投資事業組合等管理収入 2,527 － 6,239 

 管理報酬 1,920 － 4,327 

 成功報酬 606 － 1,912 



(2）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、117億２千２百万円のキャッシュアウトフロー

（前年同期76億円のキャッシュインフロー）となりました。これは営業投資有価証券の回収を上回る投資実行を

進めたことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、18億５千７百万円キャッシュアウトフロー（前

年同期９千万円のキャッシュインフロー）となりました。これは投資有価証券取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、21億８千６百万円のキャッシュインフロー（前

年同期35億５千９百万円のキャッシュアウトフロー)となりました。これは主に投資事業組合への出資金払込の受

入と自己株式の取得及び株主配当金の支払いによるものであります。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は542億７千９百万円（前期末289億９千１百

万円）となりました。 



２【営業投資活動の状況】 

 当社グループは、下図のとおり、当社グループと投資事業組合の資金により、国内外の有望未上場企業等への投資

を行っております。 

 投資事業組合における営業投資有価証券の売却損益等は、当中間連結会計期間より、投資事業組合を連結子会社と

して取り扱うため、当社グループ以外の出資者（外部出資者）の持分を含む全体を連結損益計算書に計上しておりま

す。 

 また、当社グループは、投資事業組合から、投資事業組合の契約に基づいて管理運営に対する管理報酬と投資成果

に対する成功報酬を受領いたします。しかし、当中間連結会計期間より投資事業組合を連結子会社として取り扱うた

め、これらは内部取引として消去されております。 

 当中間連結貸借対照表の「営業投資有価証券」残高は、当社グループ（下図①）の営業投資有価証券残高と投資事

業組合（下図③）の営業投資有価証券残高の合計額であります。 

 なお、前連結会計年度及び前中間連結会計期間においては、当社グループ（下図①）と投資事業組合の当社グルー

プの出資持分（下図②）の営業投資有価証券残高の合計であり、投資事業組合のうち、外部出資者の持分を含めてお

りませんでした。 

 次ページ以降の「(1)投資実行状況」「(2)投資残高」につきましては、当社グループの営業投資活動（投資及び投

資事業組合の運営管理）を表すため、前連結会計年度及び前中間連結会計期間においても、当社グループ（下図①）

と投資事業組合（下図③）を合算した投資活動の状況を記載しておりましたので、当中間連結会計期間における変更

はありません。 

  



(1）投資実行状況 

(1)－１ 投資実行額 

（注）１．「投資実行額」は、当社グループ及び投資事業組合の投資実行額の合計であります。 

２．「エクイティ（バイアウト投資）」には、他社との共同投資による投資事業組合への出資を含んでおりま

す。 

３．「ベンチャーキャピタルファンド等への出資」は、当社グループ以外の第三者の運営する、未上場株式等

を対象とする投資ファンドへの出資であり、「社数」欄にはファンド数を表示しております。 

４．外貨建の投資実行額については各決算期末為替レートで換算しております。 

５．投資先会社に「エクイティ」と「社債」で投資している場合、「社数」欄の「合計」は１社として計算し

ております。 

(1)－２ エクイティ投資実行額（ＶＣ投資）：業種別 

（注）１.「投資実行額」は、当社グループ及び投資事業組合の投資実行額の合計であります。 

２. 外貨建の投資実行額については各決算期末為替レートで換算しております。     

  

前中間連結会計期間 
(平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(平成18年4月1日～ 
平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年4月1日～ 
平成18年3月31日) 

金 額 
（百万円） 

社 数 
金 額 

（百万円） 
社 数 

金 額 
（百万円） 

社 数 

エ

ク

イ

テ

ィ 

ＶＣ投資 19,123 123 27,114 181 43,260 264 

バイアウト投資 1,733 1 8,000 1 5,733 2 

小計 20,856 124 35,114 182 48,993 266 

社

債 

ＶＣ投資 － － － － － － 

バイアウト投資 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

ベンチャーキャピタル 

ファンド等への出資 
1,360 22 1,454 25 3,138 27 

合計 22,217 146 36,568 207 52,131 293 

 

前中間連結会計期間 
(平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(平成18年4月1日～ 
平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年4月1日～ 
平成18年3月31日) 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

エレクトロニクス 2,971 3,652 5,951 

ソフトウェア 1,319 3,733 3,085 

ＩＴサービス 2,588 6,879 7,848 

医療・バイオ 3,955 3,389 6,459 

サービス 2,433 3,624 6,650 

製造業 1,401 1,179 2,698 

流通・小売・外食 2,036 3,177 4,258 

住宅・金融等 2,417 1,479 6,309 

合計 19,123 27,114 43,260 



(1)－３ エクイティ投資実行額（ＶＣ投資）：地域別 

（注）１.「投資実行額」は、当社グループ及び投資事業組合の投資実行額の合計であります。 

２. 外貨建の投資実行額については各決算期末為替レートで換算しております。 

(2）投資残高 

(2)－１ 投資残高 

（注）１.「投資残高」は、当社グループ及び投資事業組合の投資残高の合計であります。ただし、一部投資事業組

合において実質残高がゼロとなっているものは「投資残高」及び「社数」に含めておりません。 

２．「投資残高」は取得原価で表示しております。 

３．「エクイティ（バイアウト投資）」には、他社との共同投資による投資事業組合への出資を含んでおりま

す。 

 

前中間連結会計期間 
(平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(平成18年4月1日～ 
平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年4月1日～ 
平成18年3月31日) 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

日本 13,315 18,486 32,795 

米国 4,145 3,748 5,495 

ヨーロッパ － － － 

 アジア・オセアニア 1,662 4,879 4,969 

合計 19,123 27,114 43,260 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成18年3月31日) 

金 額 
（百万円） 

社 数 
金 額 

（百万円） 
社 数 

金 額 
（百万円） 

社 数 

エ

ク

イ

テ

ィ 

上場 11,450 143 11,437 144 11,450 144 

 ＶＣ投資 11,450 143 11,437 144 11,450 144 

 バイアウト投資 － － － － － － 

未上場 142,259 745 180,738 894 160,314 808 

 ＶＣ投資 121,706 735 151,646 882 136,560 797 

 バイアウト投資 20,552 10 29,091 12 23,754 11 

小計 153,709 888 192,175 1,038 171,764 952 

社

債 

未上場 437 9 161 6 444 10 

 ＶＣ投資 437 9 161 6 444 10 

 バイアウト投資 － － － － － － 

小計 437 9 161 6 444 10 

 
ベンチャーキャピタル 

ファンド等への出資 
16,084 71 15,858 74 16,060 71 

     合計 170,231 964 208,194 1,116 188,269 1,030 



４．「ベンチャーキャピタルファンド等への出資」は、当社グループ以外の第三者の運営する未上場株式等を

対象とする投資ファンドへの出資であり、「社数」欄にはファンド数を表示しております。 

５．外貨建の「投資残高」については各決算期末為替レートで換算しております。 

６．投資先会社に「エクイティ」と「社債」で投資している場合、「社数」欄の「合計」は１社として計算し

ております。 

(2)－２ 未上場エクイティ投資残高（ＶＣ投資）：業種別 

（注）１.「投資残高」は、当社グループ及び投資事業組合の投資残高の合計であります。ただし、一部投資事業組

合において実質残高がゼロとなっているものは「投資残高」に含めておりません。 

２．「投資残高」は取得原価で表示しております。 

３. 外貨建の「投資残高」については各決算期末為替レートで換算しております。 

(2)－３  未上場エクイティ投資残高（ＶＣ投資）：地域別 

（注）１.「投資残高」は、当社グループ及び投資事業組合の投資残高の合計であります。ただし、一部投資事業組

合において実質残高がゼロとなっているものは「投資残高」に含めておりません。 

２．「投資残高」は取得原価で表示しております。 

３. 外貨建の「投資残高」については各決算期末為替レートで換算しております。 

 

前中間連結会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成18年3月31日) 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

エレクトロニクス 34,115 36,199 35,347 

ソフトウェア 19,517 20,842 19,005 

ＩＴサービス 16,954 23,051 19,696 

医療・バイオ 15,483 19,957 17,593 

サービス 11,365 17,531 14,589 

製造業 9,439 11,182 10,905 

流通・小売・外食 8,063 12,195 10,014 

住宅・金融等 6,767 10,686 9,407 

合計 121,706 151,646 136,560 

 

前中間連結会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前連結会計年度 
(平成18年3月31日) 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

日本 82,086 106,784 96,300 

米国 14,601 16,730 14,188 

ヨーロッパ 2,512 1,776 1,772 

 アジア・オセアニア 22,505 26,355 24,299 

合計 121,706 151,646 136,560 



(3）投資事業組合の運用状況 

  （注）１．出資金総額は、契約上出資が約束されている額の総額であります。 

 ２．合計欄におけるUS$建出資金総額については各決算期末為替レートで換算しております。ただし、投資対象

先が日本国内であるものは、当該US$金額を円に転換した為替レートで換算しております。  

 ３．投資事業組合の出資金総額に占める当社グループの出資持分は、前中間連結会計期間末では32.8％、当中

間連結会計期間末では32.7％、前連結会計年度では32.0％であります。 

 ４．当社グループが運営する投資事業組合への出資のみを行っている投資事業組合については、出資をしてい

る投資事業組合と一体であるとみなし、「ファンド数」には含めておりませんでしたが、当中間連結会計

期間より、投資事業組合を連結子会社として取り扱うこととなったことに伴い、ファンド数には、当社グ

ループが運営する投資事業組合への出資のみを行っている投資事業組合の数も含めて表示しております。

なお、比較のため、前連結会計年度についても併せて変更しております。前中間連結会計期間末におい

て、該当するファンドはありません。  

 

前中間連結会計期間末  

（平成17年９月30日）  

当中間連結会計期間末  

（平成18年９月30日）  

前連結会計年度  

（平成18年３月31日）  

ファンド数 出資金総額 ファンド数 出資金総額 ファンド数 出資金総額 

円建 

  （百万円）   （百万円）   （百万円)   

運用中 29 288,880 35 352,680 35 352,680 

清算中 5 24,000 5 24,000 5 24,000 

小計 34 312,880 40 376,680 40 376,680 

US$建 

  （US千$）    （US千$）    （US千$）  

運用中 4 418,000 6 516,000 5 476,000 

清算中 2 252,400 1 237,500 1 237,500 

小計 6 670,400 7 753,500 6 713,500 

合計 

  （百万円）   （百万円）   （百万円）  

運用中  33 336,193 41 413,516 40 408,595 

清算中  7 52,369 6 52,001 6 51,899 

合計  40 388,562 47 465,517 46 460,494 



(4）投資先会社新規上場状況 

前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 投資先会社名 上場年月日 上場市場 事業内容 
本 社 
所在地 

国内:23社 

トレイダーズ証券㈱ 平成17年４月７日 ヘラクレス 

インターネット及びコールセンターを通

じた証券取引事業及び外国為替取引事業

並びにシステム販売事業等 

東京都 

㈱アスカネット 平成17年４月14日 東証マザーズ 
インターネットを利用した画像修正・写

真集製作サービス 
広島県 

㈱レイコフ 平成17年５月24日 ヘラクレス 

不動産投資ファンドの組成・運営管理を

中心に、不動産コンサルティングサービ

ス事業、不動産投資事業を展開、不動産

取得・売却及び不動産管理等 

大阪府 

㈱オンリー 平成17年７月８日 ヘラクレス 

自社ブランド紳士服の企画・生産及び直

営店舗販売を一貫して行うアパレル小売

業 

京都府 

㈱ガイアックス 平成17年７月12日 
名証 

セントレックス

コミュニティサービスの企画、開発、運

営及びコミュニティを中心とする各種ASP

の提供、コンサルティング等 

東京都 

㈱富士バイオメディックス 平成17年８月１日 
名証 

セントレックス

医薬品等開発支援事業、調剤薬局事業及

びその他の事業 
埼玉県 

㈱ホーブ 平成17年８月１日 ＪＡＳＤＡＱ 

バイオテクノロジー（植物生命工学）技

術を用いたいちご苗の研究開発・生産・

販売及びいちご果実・その他青果等の販

売 

北海道 

ジャパンベスト 

   レスキューシステム㈱ 
平成17年８月30日 東証マザーズ 

カギ・ガラス・水廻り関連を中心とする

日常生活全般のトラブルの解決サービス

の提供 

愛知県 

日本社宅サービス㈱ 平成17年９月２日 東証マザーズ 
社宅・寮及び駐車場の事務管理業務のア

ウトソーシング事業 
東京都 

㈱薬王堂 平成17年９月15日 ＪＡＳＤＡＱ 
医薬品、化粧品、日用雑貨品、食料品等

の販売及び処方せん調剤 
岩手県 

㈱アイフィスジャパン 平成17年９月21日 東証マザーズ 

証券調査レポートやコンセンサスデータ

の電子配信、提供サービス及び金融・財

務関連ドキュメントの制作・印刷等 

東京都 

さくらインターネット㈱  平成17年10月12日 東証マザーズ 
インターネットデータセンターサービス

事業等  
大阪府 

㈱データプレイス  平成17年11月17日 
名証 

セントレックス
データベース流通事業  東京都 

㈱アプレシオ  平成17年11月29日 
名証 

セントレックス

複合カフェの直営店運営及びフランチャ

イズ展開  
東京都 

グランディハウス㈱  平成17年12月６日 東証二部 戸建住宅の販売等  栃木県 

㈱バルク   平成17年12月14日 
名証 

セントレックス

PBISM事業（プライバシーマーク認定取

得・ISMS認証取得コンサルティング）、

マーケティングリサーチ事業  

東京都 

㈱テクノマセマティカル  平成17年12月14日 東証マザーズ 
画像等の圧縮・伸張に係るソフトウェア

等の開発及びライセンス販売等 
東京都 

㈱エスグラント 

          コーポレーション  
平成17年12月20日 

名証 

セントレックス 

投資用マンションの販売、賃貸・仲介事

業及び建設会社への人材派遣事業等  
東京都 

スターティア㈱  平成17年12月20日 東証マザーズ 
情報通信機器等の販売・保守及び回線受

付サービス 
東京都 

㈱フェリシモ  平成18年２月８日 東証二部 
服飾・服飾雑貨及び生活関連品の通信販

売等  
兵庫県 

㈱誠建設工業  平成18年２月17日 大証二部 戸建分譲住宅事業、不動産仲介事業  大阪府 

 



 前連結会計年度に、株式交換・合併により投資先が上場会社に買収され、上場会社の株式を取得したものは、あ

りません。 

当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

 投資先会社名 上場年月日 上場市場 事業内容 
本 社 
所在地 

国内:23社 
㈱アトリウム  平成18年３月28日 ＪＡＳＤＡＱ 

不動産流動化事業、サービサー事業、不

動産ファンド事業および不動産融資保証

事業 

東京都 

東洋炭素㈱ 平成18年３月29日 東証一部 カーボン製品の製造、販売 大阪府 

海外:６社 

Avalon Pharmaceuticals，  

Inc. 
平成17年９月29日 ＮＡＳＤＡＱ 

遺伝子発現量データを利用したガン治療

薬開発 
米国 

Pixelplus Co., Ltd.  平成17年12月21日 ＮＡＳＤＡＱ 

CMOSイメージセンサー半導体の開発（主

用途：携帯電話搭載用デジタルカメラモ

ジュール） 

韓国 

Acorda Therapeutics Inc． 平成18年２月10日 ＮＡＳＤＡＱ 脊髄損傷、多発性硬化症の治療薬開発 米国 

E-Ton Solar Tech Co., Ltd. 平成18年３月８日 台湾 太陽電池セルの製造・販売 台湾 

China GrenTech Corp.Ltd.  平成18年３月30日 ＮＡＳＤＡＱ 
ワイヤレス・ネットワーク通信設備の製

造販売 
中国 

Himax Technologies,Inc. 平成18年３月31日 ＮＡＳＤＡＱ 
TFT液晶ディスプレイ向けドライバーIC等

開発・設計 
台湾 

 投資先会社名 上場年月日 上場市場 事業内容 
本 社 

所在地 

国内：18社 

ケイティケイ㈱ 平成18年４月18日 ＪＡＳＤＡＱ 
リサイクル商品、ＯＡサプライ商品、Ｉ

Ｔ商品等のオフィス関連商品の販売 
愛知県  

㈱アドテック 

     エンジニアリング 
平成18年４月27日 ＪＡＳＤＡＱ 

製品企画、開発・設計、製造、販売及び

メンテナンスまで一貫して生産を行うプ

リント配線板露光装置・検査装置メーカ

ー 

東京都 

㈱システム ディ  平成18年４月27日 ヘラクレス 

大学・フィットネスクラブ等、業種に特

化した業務支援パッケージソフトを自社

開発し、提供する事業 

京都府 

平河ヒューテック㈱  平成18年５月２日 東証二部 
電線、放送機器及び医療チューブ等の製

造・販売 
東京都 

㈱フィスコ 平成18年６月８日 ヘラクレス 
金融市場に関する情報サービス事業及び

投資に係るコンサルティング事業等 
東京都 

㈱アテクト  平成18年６月20日 ＪＡＳＤＡＱ 
半導体保護資材事業及び衛生検査器材事

業 
大阪府 

インスペック㈱ 平成18年６月21日  東証マザーズ 

半導体パッケージ外観検査装置及びフラ

ットパネルディスプレイ検査装置の開

発・製造・販売 

秋田県 

日本サード・パーティ㈱ 平成18年６月22日 ＪＡＳＤＡＱ 

海外ＩＴハイテク企業がハード／ソフト

ウェア製品等で日本市場に参入する際

に、専門的な技術サービスを提供 

東京都  

バリオセキュア・ 

     ネットワークス㈱ 
 平成18年６月29日 ヘラクレス 

自社開発したネットワークセキュリティ

機器をユーザ企業に貸与・設置し、独自

の監視システムを用いて、運用・監視・

サポートに至るまで一貫したセキュリテ

ィサービス（保守サービス）を提供する

事業等 

東京都  

 



 上記のほか、当中間連結会計期間に、株式交換・合併により以下の投資先３社（国内２社、海外１社）が上場会社

に買収されました。 

  ㈱オックス、モイス研究所㈱、Predix Pharmaceuticals Holdings, Inc. 

 投資先会社名 上場年月日 上場市場 事業内容 
本 社 

所在地 

国内：18社 

サムシング 

    ホールディングス㈱ 
 平成18年６月29日 ヘラクレス 

住宅地盤の調査、改良事業及び地盤保証

事業等を行う子会社の経営管理等 
東京都 

㈱ライフステージ  平成18年７月５日 ヘラクレス  

分譲マンションの企画・開発・販売、不

動産流動化・再生事業及び住宅設備備品

販売事業 

大阪府  

㈱パワーアップ 平成18年７月13日  ヘラクレス  
イタリア家庭料理店「元祖にんにくや 

パワーアップグループ」等の店舗運営 
愛媛県  

㈱ビットアイル  平成18年７月19日  ヘラクレス 

インターネットデータセンターの運営を

中心とする総合ＩＴアウトソーシング事

業 

東京都 

バリューコマース㈱ 平成18年７月31日   東証マザーズ 

インターネットを利用した成功報酬型の

広告配信・管理サービス、検索エンジン

最適化サービス等 

東京都  

イーサポートリンク㈱ 平成18年８月10日   ヘラクレス 
青果を中心とした生鮮品・花卉の流通に

おけるシステム事業および業務受託事業 
東京都  

㈱イージーユーズ  平成18年８月18日 
 札証 

アンビシャス 

インターネットを利用した広告販売、Ｗ

ｅｂサイトの制作・開発等、輸入家具等

の販売 

東京都  

エノテカ㈱  平成18年８月31日  ヘラクレス ワインの輸入販売・卸売・小売 東京都 

協和医科器械㈱  平成18年９月15日  ＪＡＳＤＡＱ 
医療用器械器具・福祉用具の販売及びレ

ンタル等 
静岡県 

海外：１社 Targacept,Inc.  平成18年４月12日  ＮＡＳＤＡＱ 
ニコチン受容体の研究を通した中枢神経

系疾患医薬品開発 
米国  



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

(2)【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年６月25日定時株主総会決議 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行

う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

種  類 発行可能株式総数（株） 

普 通 株 式 80,000,000 

計 80,000,000 

種  類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内 容 

普 通 株 式 48,294,336 48,294,336 
東京証券取引所 

市 場 第 一 部 
－ 

計 48,294,336 48,294,336 － － 

 
中間会計期間末現在
 （平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,134 1,134 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 113,400 113,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,058,800（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 １株当たり10,588 

資本組入額 １株当たり5,294 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 １. 権利行使時においても、当社

または当社子会社の取締役、

監査役もしくは従業員の地位

にあることを要する。  

 ２. 新株予約権者が死亡した場合

は、相続は認めない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 
1 

分割・併合の割合 

        新規発行株式数 × １株当たり払込金額 



 前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、 「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

  

②  平成16年６月24日定時株主総会決議 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行

う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、 「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額  × 
 既発行株式数 ＋ 新規発行前の株価 

 既発行株式数＋新規発行株式数 

 
中間会計期間末現在
 （平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,235 1,235 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 123,500 123,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 978,800（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成23年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  １株当たり9,788 

資本組入額 １株当たり4,894 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 １. 権利行使時においても、当社

もしくは当社子会社の取締

役、監査役、従業員である

か、または顧問、嘱託その他

これに準ずる地位にある者の

うち取締役会が認める者であ

ることを要する。 

 ２. 新株予約権者が死亡した場合

は、相続は認めない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 
1 

分割・併合の割合 

        
 既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額  × 
新規発行前の株価 

 既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 平成17年６月22日定時株主総会決議 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。  

  また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行

う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、 「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,615 1,615 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 161,500 161,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  652,300（注） 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成24年６月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  １株当たり6,523 

資本組入額 １株当たり3,262 
同左  

新株予約権の行使の条件 

１. 権利行使時においても、当社 

    もしくは当社子会社の取締 

  役、執行役員、監査役、従業 

  員であるか、または顧問、嘱 

  託その他これに準ずる地位に 

  ある者のうち取締役会が認め 

  る者であることを要する。  

 ２. 新株予約権者が死亡した場合 

     は、相続は認めない。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 同左  

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の割合 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年６月22日取締役会決議 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。  

  また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行

う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、 「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

 上記の場合のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める行使価

額の調整を行う。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 260 260 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 26,000 26,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  729,800（注） 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成23年６月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  １株当たり9,488 

資本組入額 １株当たり4,744 
同左  

新株予約権の行使の条件 

１. 新株予約権の割当を受けた者 

  は、権利行使時においても、 

  当社もしくは当社子会社の取 

  締役、執行役員、監査役、従 

  業員であるか、または顧問、 

  嘱託その他これに準ずる地位 

  にある者のうち取締役会が認 

  める者であることを要する。 

２．新株予約権者が死亡した場合 

  は、相続は認めない。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社の承認を得

るものとする。  

同左  

代用払込みに関する事項  －  －   

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の割合 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



② 平成18年６月22日定時株主総会決議 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。  

  また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行

う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、 「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

 上記の場合のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める行使価

額の調整を行う。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,218 1,218 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 121,800 121,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  729,800（注） 同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成23年６月30日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  １株当たり9,488 

資本組入額 １株当たり4,744 
同左  

新株予約権の行使の条件 

１. 新株予約権の割当を受けた者 

  は、権利行使時においても、 

  当社もしくは当社子会社の取 

  締役、執行役員、監査役、従 

  業員であるか、または顧問、 

  嘱託その他これに準ずる地位 

  にある者のうち取締役会が認 

  める者であることを要する。 

２．新株予約権者が死亡した場合 

  は、相続は認めない。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社の承認を得

るものとする。  

同左  

代用払込みに関する事項 －  －   

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の割合 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4)【大株主の状況】 

 （注）１.当社は、平成18年９月30日現在、自己株式を1,497千株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお

ります。 

 ２.日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び野村信託銀行株

式会社の株式は全て信託業務に係るものであります。 

 ３.株式会社野村総合研究所の所有株式数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式

750千株（所有株式比率1.55％）を含んでおります。（株主名簿上の名義は「日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（退職給付信託野村総合研究所口）」であります。） 

 ４.フィデリティ投信株式会社から平成18年９月７日付（報告義務発生日は平成18年８月31日）で株券等の大量

保有の状況に関する「大量保有報告書」の提出がありましたが、当社としては平成18年９月30日現在の実質

所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。なお、「大量保有報告

書」の内容は以下のとおりであります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日

～平成18年９月30日 
－ 48,294,336 － 33,251 － 32,806 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１-９-１ 9,884 20.47 

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内１-６-５ 4,948 10.25 

日本マスタートラスト信託銀行 

            株式会社 
東京都港区浜松町２-11-３ 2,989 6.19 

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１-12-１ 2,304 4.77 

クリアストリームバンキングエスエー 

（常任代理人 

     香港上海銀行東京支店）  

42, AVENUE JF KENNEDY, L-1855  

LUXEMBOURG 

 （東京都中央区日本橋３-11-１） 

1,211 2.51 

日本トラスティ・サービス 

        信託銀行株式会社 
 東京都中央区晴海１-８-11 1,126 2.33 

日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１-６-６ 772 1.60 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２-２-２ 681 1.41 

モルガンスタンレーアンドカンパニー

インターナショナルリミテッド 

（常任代理人 

   モルガン・スタンレー証券㈱） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, 

LONDON E14 4QA ENGLAND  

（東京都渋谷区恵比寿４-20-３) 

585 1.21 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 566 1.17 

計  － 25,069 51.91 

大量保有報告書提出者（大量保有者）フィデリティ投信株式会社 

保有株券等の数 3,721千株 

株券等の保有割合 7.71% 



(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義が9,900株含まれております。また「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が99個含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区   分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,497,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,774,400 467,744 － 

単元未満株式 普通株式 22,236 － － 

発行済株式総数 48,294,336 － － 

総株主の議決権 － 467,744 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ジャフコ 
東京都千代田区丸の内

１－８－２ 
1,497,700 － 1,497,700 3.1 

計    － 1,497,700 － 1,497,700 3.1 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 9,230 7,590 7,000 7,410 6,660 6,460 

最低（円） 7,200 6,040 5,810 5,630 5,640 5,520 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金   17,473   16,953   17,796  

２．営業投資有価証券 ※３ 113,039   236,168   122,082   

３．投資損失引当金  △20,069 92,970  △40,190 195,978  △21,191 100,891  

４．有価証券   9,517   37,326   11,195  

５．短期貸付金   1   0   1  

６．繰延税金資産   33   1,309   32  

７．その他の流動資産   1,497   2,470   2,360  

８．貸倒引当金   △5   △193   △3  

流動資産合計   121,488 68.9  253,845 79.1  132,273 68.5 

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物   237   209   220  

(2) 車両運搬具   15   10   13  

(3) 器具・備品   197   181   208  

有形固定資産合計   450 0.2  401 0.1  441 0.2 

２．無形固定資産           

(1) ソフトウェア   335   222   251  

(2) 電話加入権   5   4   4  

無形固定資産合計   340 0.2  227 0.1  256 0.1 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２  52,771   65,121   58,778  

(2) 出資金   100   34   113  

(3) 長期貸付金   197   162   189  

(4) 繰延税金資産   167   142   163  

(5) その他の投資等   896   899   897  

投資その他の資産
合計   54,133 30.7  66,359 20.7  60,142 31.2 

固定資産合計   54,924 31.1  66,988 20.9  60,840 31.5 

資産合計   176,413 100.0  320,834 100.0  193,114 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．短期借入金   500   －   －  

２．１年以内返済 
長期借入金   15,347   15,637   17,374  

３．未払法人税等   131   240   144  

４．繰延税金負債   666   548   2,521  

５．その他の流動負債   1,160   1,318   1,323  

流動負債合計   17,806 10.1  17,744 5.5  21,363 11.0 

Ⅱ．固定負債           

１．長期借入金   15,261   12,885   10,056  

２．繰延税金負債   4,400   15,577   10,558  

３．退職給付引当金   762   687   753  

固定負債合計   20,423 11.6  29,149 9.1  21,368 11.1 

負債合計   38,229 21.7  46,894 14.6  42,731 22.1 

（資本の部）           

Ⅰ．資本金    33,251 18.8  － －  33,251 17.2 

Ⅱ．資本剰余金   32,806 18.6  － －  32,806 17.0 

Ⅲ．利益剰余金   42,320 24.0  － －  47,069 24.3 

Ⅳ．その他有価証券 
評価差額金   30,492 17.3  － －  37,568 19.5 

Ⅴ．為替換算調整勘定   △627 △0.4  － －  △248 △0.1 

Ⅵ．自己株式    △58 △0.0  － －  △64 △0.0 

資本合計   138,183 78.3  － －  150,383 77.9 

負債資本合計   176,413 100.0  － －  193,114 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ．株主資本            

１．資本金    － －  33,251 10.4  － － 

２．資本剰余金   － －  32,806 10.2  － －

３．利益剰余金   － －  49,126 15.3  － －

４．自己株式    － －  △10,064 △3.1  － －

株主資本合計   － －  105,119 32.8  － － 

Ⅱ．評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金   － －  34,783 10.8  － －

２．為替換算調整勘定   － －  591 0.2  － －

評価・換算差額等 
合計   － －  35,375 11.0  － － 

Ⅲ．新株予約権   － －  40 0.0  － － 

Ⅳ．少数株主持分   － －  133,404 41.6  － － 

純資産合計   － －  273,939 85.4  － － 

負債純資産合計   － －  320,834 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高           

１．営業投資有価証券
売上高  21,431   27,291   37,744   

２．投資事業組合等 
管理収入  2,527   －   6,239   

３．その他の売上高  154 24,113 100.0 264 27,555 100.0 352 44,336 100.0 

Ⅱ．売上原価           

１．営業投資有価証券
売上原価 

※１ 18,187   16,605   24,846   

２．その他の売上原価  1,139 19,327 80.2 376 16,982 61.6 2,318 27,164 61.3 

売上総利益   4,786 19.8  10,573 38.4  17,171 38.7 

３．投資損失引当金 
繰入額 
（△戻入額） 

  △8,125 △33.7  △1,772 △6.4  △7,033 △15.9 

４．部分資本直入法に
基づく営業投資有
価証券評価損  
（△戻入益） 

  △85 △0.4  － －  △369 △0.8 

５．部分純資産直入法
に基づく営業投資
有価証券評価損  
（△戻入益） 

  － －  425 1.5  － － 

差引売上総利益   12,997 53.9  11,919 43.3  24,574 55.4 

Ⅲ．販売費及び 
一般管理費 

※２  4,116 17.1  3,731 13.5  7,822 17.6 

営業利益   8,880 36.8  8,188 29.7  16,751 37.8 

Ⅳ．営業外収益           

１．受取利息  90   329   262   

２．受取配当金  312   440   491   

３. 為替差益  93   －   －   

４．雑収入  63 559 2.3 13 783 2.8 138 892 2.0 

Ⅴ．営業外費用           

１．支払利息  173   156   328   

２．為替差損  －   64   －   

３．雑損失  9 182 0.7 19 240 0.9 13 341 0.8 

経常利益   9,258 38.4  8,731 31.7  17,302 39.0 

           
 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ．特別利益           

１．固定資産売却益 ※３ 0   －   0   

２．関係会社清算益  15   －   17   

３．貸倒引当金戻入益  1   －   1   

４．償却債権取立益  46 64 0.2 － － － 46 65 0.2 

           

Ⅶ．特別損失           

１．固定資産除却損 ※４ 67   12   90   

２．固定資産売却損 ※５ 3   3   3   

３．投資有価証券 
評価損  83   40   83   

４．出資金評価損   －   5   －   

５．会員権評価損  － 154 0.6 － 61 0.2 2 180 0.4 

税金等調整前中間
（当期）純利益   9,167 38.0  8,669 31.5  17,187 38.8 

法人税、住民税 
及び事業税  270   290   245   

還付法人税額  151     8     167     

法人税等調整額  3,629 3,748 15.5 3,118 3,400 12.3 6,941 7,019 15.9 

少数株主利益    － －   262 1.0   － － 

中間（当期） 
純利益   5,419 22.5  5,006 18.2  10,168 22.9 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ．資本剰余金期首残高   32,806  32,806 

Ⅱ．資本剰余金中間期末 
（期末）残高   32,806  32,806 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ．利益剰余金期首残高   38,192  38,192 

Ⅱ．利益剰余金増加高      

中間（当期）純利益  5,419 5,419 10,168 10,168 

Ⅲ．利益剰余金減少高      

１．配当金  1,207 1,207 

２．取締役賞与金  85 1,292 85 1,292

Ⅳ．利益剰余金中間期末 
（期末）残高   42,320  47,069 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．平成18年６月22日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２.「その他有価証券の売却による増減」は、「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第９号 平成17年12月27日）の「変動事由の表示12．(1）」に従い、その他有価証券の売却益の

額に税効果を調整した後の額を表示しております。 

 
 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
33,251 32,806 47,069 △64 113,062 

当中間連結会計期間変動額      

  剰余金の配当（注）１     △2,414   △2,414 

  中間純利益     5,006   5,006 

  自己株式の取得       △9,999 △9,999 

  取締役賞与金（注）１     △150   △150 

  連結範囲の変動     △385   △385 

  
その他有価証券の売却による増減

（注）２ 
          

  
純資産の部に直接計上されたその他

有価証券評価差額金の増減 
          

  
株主資本以外の項目の当中間連結会

計期間変動額（純額） 
          

当中間連結会計期間変動額合計 

（百万円） 
－ － 2,056 △9,999 △7,942 

当中間連結会計期間末残高 

（百万円） 
33,251 32,806 49,126 △10,064 105,119 

 
 評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
 その他有価証券

評価差額金  
 為替換算調整

勘定 
評価・換算差
額等合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
37,568 △248 37,320 － － 150,383 

当中間連結会計期間変動額       

  剰余金の配当（注）１           △2,414 

  中間純利益           5,006 

  自己株式の取得           △9,999 

  取締役賞与金（注）１           △150 

  連結範囲の変動           △385 

  
その他有価証券の売却による増減

（注）２ 
△4,051   △4,051     △4,051 

  
純資産の部に直接計上されたその

他有価証券評価差額金の増減 
1,266   1,266     1,266 

  
株主資本以外の項目の当中間連結

会計期間変動額（純額） 
  839 839 40 133,404 134,284 

当中間連結会計期間変動額合計 

（百万円） 
△2,785 839 △1,945 40 133,404 123,556 

当中間連結会計期間末残高 

（百万円） 
34,783 591 35,375 40 133,404 273,939 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期）純利益  9,167 8,669 17,187 

減価償却費  164 130 318 

投資損失引当金の減少額  △8,125 △1,778 △7,033 

貸倒引当金の増加額（△減少額）  △1 190 △3 

退職給付引当金の減少額   △0 △66 △8 

部分資本直入法に基づく 
営業投資有価証券評価損(△戻入益)  △85 － △369 

部分純資産直入法に基づく 
営業投資有価証券評価損(△戻入益)  － 425 － 

投資有価証券評価損  61 40 61 

会員権評価損  － － 2 

固定資産売却損  2 3 3 

償却債権取立益  △46 － △46 

有形固定資産除却損  53 12 75 

出資金評価損  － 5 － 

受取利息及び受取配当金  △402 △775 △754 

資金原価及び支払利息  173 156 328 

為替差益  △37 － △95 

営業投資有価証券の減少額 
（△増加額）  7,747 △19,341 4,861 

未収還付消費税の減少額 
（△増加額）  △32 38 △38 

未払消費税の増加額（△減少額）  △161 51 △163 

その他の流動資産の減少額 
（△増加額）  △379 279 △1,203 

その他の流動負債の減少額  △496 △24 △298 

その他の増減額  29 △37 38 

取締役賞与の支払額  △85 △150 △85 

小計  7,544 △12,171 12,776 

利息及び配当金の受取額  402 775 754 

利息の支払額  △168 △155 △320 

法人税等の支払額  △321 △171 △357 

法人税等の還付額  143 － 148 

営業活動によるキャッシュ・フロー  7,600 △11,722 13,002 

 



  
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △40 △30 △106 

有形固定資産の売却による収入  2 0 2 

無形固定資産の取得による支出  △19 △46 △30 

無形固定資産の売却による収入  0 － 0 

投資有価証券の取得による支出  － △1,834 － 

長期貸付金の貸付による支出  △4 － △4 

長期貸付金の回収による収入  48 27 56 

投資その他の資産の増加に伴う支出  △41 △10 △61 

投資その他の資産の減少に伴う収入  145 36 218 

投資活動によるキャッシュ・フロー  90 △1,857 74 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増加額  500 － － 

長期借入による収入  3,300 10,500 7,000 

長期借入金の返済による支出  △6,147 △9,407 △13,025 

配当金の支払額  △1,207 △2,414 △1,207 

払込金（投資事業組合）による
受入額  － 22,245 － 

分配金（投資事業組合）による
支払額  － △8,737 － 

自己株式の取得による支出  △5 △9,999 △10 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,559 2,186 △7,243 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  317 38 615 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
（△減少額）  4,448 △11,354 6,449 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  22,542 28,991 22,542 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物
の増加額  － 36,642 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 
（期末）残高 

※
1,2,3 

26,991 54,279 28,991 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社数  ６社 （1）連結子会社数  60社      

 （投資事業組合47ファンドを含む）

（1）連結子会社数  12社 

JAFCO America Ventures,  

Inc. 

JAFCO Investment （Asia  

Pacific） Ltd  

JAFCO Investment （Hong  

Kong） Ltd  

JAFCO Investment （Korea） 

Co.,Ltd.  

ジャフコベン株式会社  

ジャフコ コンサルティング 

株式会社  

JAFCO America Ventures,  

Inc. 

JAFCO Investment （Asia  

Pacific） Ltd  

JAFCO Investment （Hong  

Kong） Ltd  

JAFCO Investment （Korea） 

Co.,Ltd.  

ジャフコベン株式会社  

ジャフコ コンサルティング 

株式会社  

（注）１. 投資事業組合47ファンド

については、「投資事業

組合に対する支配力基準

及び影響力基準の適用に

関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会実

務対応報告第20号 平成

18年９月８日）を適用

し、当中間連結会計期間

より、連結の範囲に含め

ております。 

２. その他７社については、

当社グループが管理運営

する投資事業組合の設立

等のために保有する法人

であります。 

JAFCO America Ventures,  

Inc. 

JAFCO Investment （Asia  

Pacific） Ltd  

JAFCO Investment （Hong  

Kong） Ltd 

JAFCO Investment （Korea） 

Co.,Ltd.  

ジャフコベン株式会社 

ジャフコ コンサルティング 

株式会社  

（注）その他６社については、連

結会社（当社及び当社の連

結子会社）が管理運営する

投資事業組合等の設立等の

ために保有する法人であ

り、その重要性が増したた

め、当連結会計年度より連

結の範囲に含めておりま

す。 

（2）投資事業組合等の連結の範囲に関

する取扱い 

（2）   ─────── （2）投資事業組合等の連結の範囲に関

する取扱い 

 連結会社が管理運営する投資

事業組合等に対する出資のう

ち、連結会社の持分割合が過半

数を超える投資事業組合等が３

ファンドありますが、投資事業

組合等の資産、負債及び収益、

費用は持分割合に応じて各出資

者に帰属するため、投資事業組

合等は子会社として取り扱って

おりません。 

  連結会社が管理運営する投資

事業組合等に対する出資のう

ち、連結会社の持分割合が過半

数を超える投資事業組合等が３

ファンドありますが、投資事業

組合等の資産、負債及び収益、

費用は持分割合に応じて各出資

者に帰属するため、投資事業組

合等は子会社として取り扱って

おりません。     

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（3）   ─────── （3）他の会社の議決権の100分の50超

を自己の計算において所有してい

るにもかかわらず当該他の会社を

子会社としなかった当該他の会社

の名称 

（3）   ─────── 

 
らでぃっしゅぼーや㈱、ケイテッ

ク㈱、カロナール㈱、日本マニュ

ファクチャリングサービス㈱、㈱

ガソニックス、㈱ジャフコ・エス

アイジーNO.4、㈱ジャフコ・エス

アイジーNO.8 

 

 
 （子会社としなかった理由） 

 

  当社の傘下に入れる目的でな

く、営業取引として投資育成目的

で所有しているためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用していない関連会社 （1）持分法を適用していない関連会社 （1）持分法を適用していない関連会社

 第四キャピタル株式会社他６

社は中間連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、重要性がないため持分法の

適用から除外しております。 

同  左  第四キャピタル株式会社他６

社は連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

重要性がないため持分法の適用

から除外しております。 

（2）他の会社の議決権の100分の20以

上、100分の50以下を自己の計算

において所有しているにもかか

わらず当該他の会社を関連会社

としなかった当該他の会社の名

称 

（2）他の会社の議決権の100分の20以

上、100分の50以下を自己の計算

において所有しているにもかかわ

らず当該他の会社を関連会社とし

なかった当該他の会社の名称 

（2）他の会社の議決権の100分の20以

上、100分の50以下を自己の計算

において所有しているにもかか

わらず当該他の会社を関連会社

としなかった当該他の会社の名

称 

グローバルナレッジネットワー

ク㈱、㈱ジャフコ・エスアイジ

ーＮｏ．６、日本マニュファク

チャリングサービス㈱、カロナ

ール㈱、アイシア㈱、バンクテ

ック・ジャパン㈱、㈱ガソニッ

クス、㈱日本ボロン、㈱ビヨン

ド・エムペグ、㈱ユーシステ

ム、大平洋ランダム㈱、㈱アイ

ピースクエア、㈱ＡＢＭ  

 (注)アイシア㈱は、平成17年９月１

日付でマルハペットフード㈱から

商号変更しております。 

㈱アイピースクエア、㈱日本ボロ

ン、㈱ビヨンド・エムペグ、バン

クテック・ジャパン㈱、㈱ユーシ

ステム、ユニファイドコミュニケ

ーションズ㈱、ジェイディスク

㈱、ディスクウエア㈱、㈱ハイテ

ック・システムズ、 

Pharmvision Ventures Pte Ltd、

Imagis Co., Ltd 他 

ジャフコ・らでぃっしゅＭＢＯ

㈱、グローバルナレッジネットワ

ーク㈱、ケイテック㈱、日本マニ

ュファクチャリングサービス㈱、

カロナール㈱、アイシア㈱、㈱ガ

ソニックス、㈱日本ボロン、㈱ビ

ヨンド・エムペグ、㈱ユーシステ

ム、大平洋ランダム㈱、バンクテ

ック・ジャパン㈱、㈱アイピース

クエア、㈱グライコメディクス 

 (注)アイシア㈱は、平成17年９月１ 

日付でマルハペットフード㈱から

商号変更しております。 

（関連会社としなかった理由） 

 当社の主たる営業目的である投

資育成のために取得したものであ

り、営業、人事、資金その他の取

引を通じて投資先会社の支配を目

的とするものではないためであり

ます。  

（関連会社としなかった理由） 

同  左 

（関連会社としなかった理由） 

同  左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（3）投資事業組合等の持分法の適用に

関する取扱い 

（3）   ─────── （3）投資事業組合等の持分法の適用に

関する取扱い 

 連結会社が管理運営する投資

事業組合等に対する出資のう

ち、連結会社の持分割合が100分

の20以上、100分の50以下である

投資事業組合等が24ファンドあ

りますが、投資事業組合等の資

産、負債及び収益、費用は持分

割合に応じて各出資者に帰属す

るため、投資事業組合等は関連

会社として取り扱っておりませ

ん。 

  

  連結会社が管理運営する投資

事業組合等に対する出資のう

ち、連結会社の持分割合が100分

の20以上、100分の50以下である

投資事業組合等が28ファンドあ

りますが、投資事業組合等の資

産、負債及び収益、費用は持分

割合に応じて各出資者に帰属す

るため、投資事業組合等は関連

会社として取り扱っておりませ

ん。 

３．連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

３．連結子会社の事業年度等に関する

事項 

 連結子会社のうち、在外連結

子会社の中間決算日は６月30日

であり、中間連結財務諸表の作

成に当たっては中間連結決算日

現在で実施した仮決算による財

務諸表を使用しております。 

 連結子会社の(中間)決算日が

中間連結決算日と異なる場合

は、連結子会社が中間連結決算

日現在で実施した仮決算による

財務諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち、在外連結

子会社の決算日は12月31日であ

りますが、連結財務諸表の作成

に当たっては連結決算日（３月

31日）現在で実施した仮決算に

よる財務諸表を使用しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 （1）有価証券の評価基準及び評価方法 （1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法でありま

す。また、評価差額は部分資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております。 

  中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法でありま

す。また、評価差額は部分純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法であります。ま

た、評価差額は部分資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してお

ります。 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法

であります。 

同  左 同  左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（2）減価償却資産の減価償却の方法 （2）減価償却資産の減価償却の方法 （2）減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法、在外子会社は所在地

国の会計基準に基づく定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建   物 ３～18年 

車両運搬具   ６年 

器具・備品 ３～20年 

 同   左 同     左  

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

 ソフトウェア （自社利用

分）について、社内における

見込利用可能期間(５年)によ

る定額法によっております。 

同  左 同  左 

（3）引当金の計上基準 （3）引当金の計上基準 （3）引当金の計上基準 

投資損失引当金 投資損失引当金 投資損失引当金 

 中間連結会計期間末に有す

る営業投資有価証券の損失に

備えるため、投資先会社の実

情を勘案の上、その損失見積

額を計上しております。 

 なお、中間連結損益計算書

の「投資損失引当金繰入額

（戻入額）」は、投資損失引

当金の当中間連結会計期間末

残高と前連結会計年度末残高

の差額を計上しております。 

同  左 

  

 連結会計年度末に有する営

業投資有価証券の損失に備え

るため、投資先会社の実情を

勘案の上、その損失見積額を

計上しております。 

 なお、連結損益計算書の

「投資損失引当金繰入額(戻入

額)」は、投資損失引当金の当

連結会計年度末残高と前連結

会計年度末残高の差額を計上

しております。 

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

 中間連結会計期間末に有す

る債権の貸倒損失に備えるた

め、貸付債権その他これに準

ずる債権については財務内容

評価法、その他の金銭債権に

ついては貸倒実績率法によ

り、回収不能見込額を計上し

ております。 

同  左  連結会計年度末に有する債

権の貸倒損失に備えるため、

貸付債権その他これに準ずる

債権については財務内容評価

法、その他の金銭債権につい

ては貸倒実績率法により、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき、中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は

発生年度の翌連結会計年度に

一括して、過去勤務債務は発

生時より１年間で処理するこ

ととしております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、

中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異は発

生年度の翌連結会計年度に一括

して処理し、過去勤務債務は発

生時より１年間で償却すること

としております。  

 従業員の退職給付に備える

ため、連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

  なお、数理計算上の差異

は発生年度の翌連結会計年度

に一括して処理し、過去勤務

債務は発生時より１年間で償

却することとしております。  

（4）投資事業組合等への出資金に係る

会計処理 

（4）投資事業組合等への出資金に係る

会計処理 

（4）投資事業組合等への出資金に係る

会計処理 

 連結会社が管理運営する投資

事業組合等への出資金に係る会

計処理は、当社と決算日が同一

である組合等については、中間

連結決算日における組合等の中

間財務諸表に基づいて、また、

当社と決算日が同一でない組合

等については、中間連結決算日

における組合等の仮決算による

財務諸表に基づいて、組合等の

資産、負債及び収益、費用を連

結会社の出資持分割合に応じて

計上しております。 

 当社グループ以外の第三者が

管理運営する組合への出資金に

係る会計処理は、直近の（中

間）財務諸表に基づいて、当該

組合の資産、負債及び収益、費

用を連結会社の出資持分割合に

応じて計上、もしくは、当該組

合の純資産及び純損益を連結会

社の出資持分割合に応じて計上

しております。 

 連結会社が管理運営する投資

事業組合等への出資金に係る会

計処理は、当社と決算日が同一

である組合等については、連結

決算日における組合等の財務諸

表に基づいて、また、当社と決

算日が同一でない組合等につい

ては、連結決算日における組合

等の仮決算による財務諸表に基

づいて、組合等の資産、負債及

び収益、費用を連結会社の出資

持分割合に応じて計上しており

ます。 

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産、負

債及び収益、費用は中間連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算しております。 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産、

負債及び収益、費用は中間連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算しております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産、

負債及び収益、費用は連結決算

日の直物為替相場により円貨に

換算しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（6）売上総利益区分 （6）売上総利益区分 （6）売上総利益区分 

 営業投資有価証券の回収過程

で発生する損益を確定したもの

と未確定のものに区分し、確定

したものについては投資成果

を、未確定のものについては保

有に伴って生じる見込損失の変

動状況をそれぞれ明確にするた

め、見込損失部分を除外した売

上総利益区分を設け、その後

に、投資損失引当金の当中間連

結会計期間末残高と前連結会計

年度末残高の差額を「投資損失

引当金繰入額 （戻入額）」とし

て、また、時価のある営業投資

有価証券については、当中間連

結会計期間末において時価が取

得原価を下回る金額から前連結

会計年度末における当該金額を

控除した純額を「部分資本直入

法に基づく営業投資有価証券評

価損 (戻入益)」として区分表示

しております。 

 営業投資有価証券の回収過程

で発生する損益を確定したもの

と未確定のものに区分し、確定

したものについては投資成果

を、未確定のものについては保

有に伴って生じる見込損失の変

動状況をそれぞれ明確にするた

め、見込損失部分を除外した売

上総利益区分を設け、その後

に、投資損失引当金の当中間連

結会計期間末残高と前連結会計

年度末残高の差額を「投資損失

引当金繰入額 （戻入額）」とし

て、また、時価のある営業投資

有価証券については、当中間連

結会計期間末において時価が取

得原価を下回る金額から前連結

会計年度末における当該金額を

控除した純額を「部分純資産直

入法に基づく営業投資有価証券

評価損 (戻入益)」として区分表

示しております。 

 営業投資有価証券の回収過程

で発生する損益を確定したもの

と未確定のものに区分し、確定

したものについては投資成果

を、未確定のものについては保

有に伴って生じる見込損失の変

動状況をそれぞれ明確にするた

め、見込損失部分を除外した売

上総利益区分を設け、その後

に、投資損失引当金の当連結会

計年度末残高と前連結会計年度

末残高の差額を「投資損失引当

金繰入額 (戻入額)」として、ま

た、時価のある営業投資有価証

券については、当連結会計年度

末において時価が取得原価を下

回る金額から前連結会計年度末

における当該金額を控除した純

額を「部分資本直入法に基づく

営業投資有価証券評価損 （戻入

益）」として区分表示しており

ます。 

（7）消費税等の会計処理 （7）消費税等の会計処理 （7）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用しており、控除対象

外の消費税等については、販売

費及び一般管理費に計上してお

ります。但し、固定資産に係る

控除対象外の消費税等は、「そ

の他の投資等」に含めて計上

し、法人税法の規定により均等

償却しております。 

同  左 同  左 

（8）連結納税制度の適用 （8）連結納税制度の適用 （8）連結納税制度の適用 

 当中間連結会計期間から連結

納税制度を適用しております。 

 連結納税制度を適用しており

ます。 

 当連結会計年度から連結納税

制度を適用しております。  

５．中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

 手許現金、当座預金、普通預

金等の随時引出可能な預金、取

得日より３ヶ月以内に満期日が

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資及び投資

事業組合等の現金同等物の持分

額からなっております。 

 手許現金、当座預金、普通預

金等の随時引出可能な預金、取

得日より３ヶ月以内に満期日が

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資及び投資

事業組合の現金同等物からなっ

ております。 

 手許現金、当座預金、普通預

金等の随時引出可能な預金、取

得日より３ヶ月以内に満期日が

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資及び投資

事業組合等の現金同等物の持分

額からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

──────── （投資事業組合への出資金に係る会計処

理）  

 当中間連結会計期間より、「投資事

業組合に対する支配力基準及び影響力

基準の適用に関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会実務対応報告第

20号 平成18年９月８日）を適用し、

当社グループが管理運営する投資事業

組合を連結子会社として連結の範囲に

含めております。 

 従来、連結財務諸表上、当社グルー

プが管理運営する組合について、その

資産・負債・収益・費用を当社及び連

結子会社の出資持分割合に応じて計上

しておりましたが、当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めた組合につい

ては、当該組合の財務諸表を基礎に連

結財務諸表を作成しております。 

 この変更が連結財務諸表に与える主

な影響（前連結会計年度と同一の基準

を適用した場合と比較）は以下のとお

りであります。なお「有価証券関係」

及び「セグメント情報」の注記に与え

る影響は該当箇所に記載しておりま

す。  

──────── 

 （中間連結貸借対照表）  

現金及び預金 5,584百万円増加 

営業投資有価証券 119,728百万円増加 

投資損失引当金  19,690百万円増加 

有価証券 27,487百万円増加 

その他の流動資産  577百万円増加 

貸倒引当金 106百万円増加 

その他有価証券 

評価差額金 

388百万円減少 

為替換算調整勘定 771百万円増加 

少数株主持分  133,400百万円増加 

 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 （中間連結損益計算書）  

営業投資有価証券

売上高  

10,414百万円増加 

  営業投資有価 

  証券売却高 

10,295百万円増加 

  営業投資有価 

  証券配当・債券

  利子  

 118百万円増加 

投資事業組合等 

管理収入  

 2,842百万円減少 

  管理報酬   2,593百万円減少 

 成功報酬   248百万円減少 

営業投資有価証券

売上原価  

8,178百万円増加 

 営業投資有価 

  証券売却原価  

7,237百万円増加 

 営業投資有価 

 証券強制評価損

 940百万円増加 

その他の売上原価 177百万円増加 

投資損失引当金 

戻入額  

 1,077百万円増加 

部分純資産直入法

に基づく営業投資

有価証券評価損 

 169百万円増加 

差引売上総利益  123百万円増加 

営業利益  123百万円増加 

営業外収益   119百万円増加 

営業外費用   52百万円増加 

 

 経常利益  189百万円増加 

税金等調整前 

中間純利益  

189百万円増加 

少数株主利益  263百万円増加

 

 （中間連結キャッシュ・フロー 

 計算書)  

営業活動によるキ

ャッシュ・フロー

 17,108百万円減少 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー

 0百万円増加 

財務活動によるキ

ャッシュ・フロー

13,508百万円増加 

現金及び現金同等

物に係る換算差額

29百万円増加 

新規連結に伴う現

金及び現金同等物

の増加額 

 36,642百万円増加 

現金及び現金同等

物の中間期末残高

 33,071百万円増加 

 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（連結子会社の事業年度等に関する事

項及び投資事業組合等への出資金に係

る会計処理） 

 連結子会社の事業年度が当社と異な

る場合の処理は、従来、当該連結子

会社の中間決算日における中間財務

諸表を基礎とし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整をしておりました

が、当中間連結会計期間から、中間

連結決算日現在で実施した仮決算に

よる財務諸表を使用する方法に変更

いたしました。 

 また、連結会社が管理運営する当

社と決算日が同一でない投資事業組

合等への出資金に係る会計処理は、

従来、組合等の事業年度の財務諸表

及び事業年度の中間会計期間に係る

中間財務諸表に基づいて、組合等の

資産、負債及び収益、費用を連結会

社の出資持分割合に応じて計上する

とともに、組合等が保有する時価の

ある営業投資有価証券及び時価のな

い外貨建営業投資有価証券の連結会

社持分に対する評価差額について

は、組合等の事業年度末（中間会計

期間末）における残高を基礎に、連

結会社の中間決算日の時価及び為替

レートを適用して算定しておりまし

たが、当中間連結会計期間から、中

間連結決算日における組合等の仮決

算による財務諸表に基づいて計上す

る方法に変更いたしました。 

 この変更は、連結会社の当該組合

等への出資金額が増加するととも

に、当該組合等への出資額の重要性

が増したことから、当社と当該連結

子会社の決算日差異及び連結会社と

当該組合等との決算日差異を解消す

ることにより、連結会社の資産、負

債及び収益、費用をより適切に計

上、表示するためのものでありま

す。 

──────── （連結子会社の事業年度等に関する事

項及び投資事業組合等への出資金に係

る会計処理）  

 連結子会社の事業年度が当社と異な

る場合の処理は、従来、当該連結子会

社の決算日における財務諸表を基礎と

し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整をし

ておりましたが、当連結会計年度か

ら、連結決算日現在で実施した仮決算

による財務諸表を使用する方法に変更

いたしました。  

 また、連結会社が管理運営する当社

と決算日が同一でない投資事業組合等

への出資金に係る会計処理は、従来、

組合等の事業年度の財務諸表及び事業

年度の中間会計期間に係る中間財務諸

表に基づいて、組合等の資産、負債及

び収益、費用を連結会社の出資持分割

合に応じて計上するとともに、組合等

が保有する時価のある営業投資有価証

券及び時価のない外貨建営業投資有価

証券の連結会社持分に対する評価差額

については、組合等の事業年度末（中

間会計期間末）における残高を基礎

に、連結会社の決算日の時価・為替レ

ートを適用して算定しておりました

が、当連結会計年度から、連結決算日

における組合等の仮決算による財務諸

表に基づいて計上する方法に変更いた

しました。  

 この変更は、連結会社の当該組合等

への出資金額が増加するとともに、当

該組合等への出資額の重要性が増した

ことから、当社と当該連結子会社の決

算日差異及び連結会社と当該組合等と

の決算日差異を解消することにより、

連結会社の資産、負債及び収益、費用

をより適切に計上、表示するためのも

のであります。  

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

  この変更が中間連結財務諸表に与え

る主な影響（前連結会計年度と同一の

基準を適用した場合と比較）は以下の

とおりであります。なお「有価証券関

係」及び「セグメント情報」の注記に

与える影響は該当箇所に記載しており

ます。 

    この変更が連結財務諸表に与える主

な影響（前連結会計年度と同一の基準

を適用した場合と比較）は以下のとお

りであります。なお「有価証券関係」

及び「セグメント情報」の注記に与え

る影響は該当箇所に記載しておりま

す。 

（中間連結貸借対照表）  

現金及び預金 2,598百万円増加 

営業投資有価証券  921百万円増加 

投資損失引当金  246百万円減少 

有価証券 2,798百万円減少 

その他の流動資産  149百万円減少 

その他有価証券 

評価差額金 

1,091百万円減少 

為替換算調整勘定  150百万円増加 

  （連結貸借対照表）  

現金及び預金 1,333百万円増加 

営業投資有価証券 2,517百万円増加 

投資損失引当金    159百万円減少 

有価証券 4,336百万円減少 

その他の流動資産   250百万円増加 

その他有価証券 

評価差額金 

  556百万円減少 

為替換算調整勘定    34百万円減少 

（中間連結損益計算書）  

営業投資有価証券 

売上高  

5,434百万円増加 

  営業投資有価 

  証券売却高 

5,416百万円増加 

  営業投資有価 

  証券配当・債券 

  利子  

 18百万円増加 

投資事業組合等 

管理収入  

 330百万円増加 

  管理報酬   148百万円増加 

 成功報酬   181百万円増加 

その他の売上高   3百万円増加 

営業投資有価証券 

売上原価  

2,646百万円増加 

 営業投資有価 

  証券売却原価  

2,645百万円増加 

 営業投資有価 

 証券強制評価損 

 0百万円増加 

その他の売上原価  410百万円増加 

投資損失引当金 

繰入額  

 259百万円減少 

部分資本直入法に

基づく営業投資 

有価証券評価損 

戻入益  

 12百万円増加 

差引売上総利益  2,982百万円増加 

販売費及び 

一般管理費  

 431百万円増加 

営業利益  2,551百万円増加 

営業外収益   24百万円増加 

営業外費用   1百万円増加 

  （連結損益計算書）  

営業投資有価証券 

売上高  

2,319百万円増加 

  営業投資有価 

  証券売却高 

2,233百万円増加 

  営業投資有価 

  証券配当・債券 

  利子  

   86百万円増加 

投資事業組合等 

管理収入  

  453百万円増加 

  管理報酬    224百万円増加 

 成功報酬    228百万円増加 

その他の売上高    0百万円減少 

営業投資有価証券 

売上原価  

1,147百万円増加 

 営業投資有価 

  証券売却原価  

1,147百万円増加 

 営業投資有価 

 証券強制評価損 

  0百万円減少 

その他の売上原価   488百万円増加 

投資損失引当金 

戻入額  

  155百万円増加 

部分資本直入法に

基づく営業投資 

有価証券評価損 

戻入益  

   16百万円増加 

差引売上総利益  1,310百万円増加 

販売費及び 

一般管理費  

  364百万円増加 

営業利益    945百万円増加 

営業外収益     68百万円増加 

営業外費用    0百万円減少 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

経常利益  2,574百万円増加 

特別損失   1百万円増加 

税金等調整前 

中間純利益  

2,573百万円増加 

 経常利益  1,013百万円増加 

特別損失    0百万円減少 

税金等調整前 

当期純利益  

1,013百万円増加 

（中間連結キャッシュ・フロー 

 計算書)  

営業活動によるキ

ャッシュ・フロー 

 304百万円減少 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 

 15百万円増加 

現金及び現金同等

物に係る換算差額 

 88百万円増加 

現金及び現金同等

物中間期末残高 

 200百万円減少 

  （連結キャッシュ・フロー計算書) 

営業活動によるキ

ャッシュ・フロー 

2,951百万円減少 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 

   3百万円減少 

現金及び現金同等

物に係る換算差額 

   48百万円減少 

現金及び現金同等

物の期末残高 

3,003百万円減少 

────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております 

  従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は140,494百万円でありま

す。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間末に

おける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

──────── 

──────── 

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用しており

ます。 

 これにより販売費及び一般管理費に

40百万円が計上され、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ40百万円減少しており

ます。 

──────── 

  

 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありま

せん。 

──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── 
（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、「投資事業組合等管理収

入」として掲記されていたものは、金額が僅少となったた

め、当中間連結会計期間から「その他の売上高」に含めて

表示しております。なお、「その他の売上高」に含めて表

示した当該収入は87百万円であります。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は1,575百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は1,586百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は1,568百万円であります。 

※２．非連結子会社及び関連会社に対

するものは次のとおりでありま

す。 

※２．非連結子会社及び関連会社に対

するものは次のとおりでありま

す。 

※２．非連結子会社及び関連会社に対

するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券(株式) 99百万円  投資有価証券(株式) 99百万円 投資有価証券(株式) 99百万円 

※３．担保資産及び担保付債務 ※３．担保資産及び担保付債務 ※３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産並びに担

保付債務はありません。 

担保に供している資産並びに担

保付債務はありません。 

担保に供している資産並びに担

保付債務はありません。 

ただし、当社の営業投資先の債

務に対し、担保提供しておりま

す。  

ただし、当社の営業投資先の債

務に対し、担保提供しておりま

す。  

ただし、当社の営業投資先の債

務に対し、担保提供しておりま

す。  

担保資産 担保資産 担保資産 

営業投資有価証券 営業投資有価証券 営業投資有価証券 

投資先会社名 
金 額 
(百万円)

カロナール㈱ 2,930 

㈱ジャフコ・エスアイジー

No.６ 
613 

計 3,543 

 （注）１. らでぃっしゅぼーや㈱は、

平成18年９月１日付で 

ジャフコ・らでぃっしゅ

ＭＢＯ㈱から商号変更し

ております。 

 ２. ケイテック㈱は、平成18

年１月１日付で㈱ジャフ

コ・エスアイジーNo.６

から商号変更しておりま

す。 

投資先会社名 
金 額 
(百万円)

ＳＮＣ㈱ 7,748 

カロナール㈱ 7,513 

らでぃっしゅぼーや㈱ 4,014 

ケイテック㈱ 1,572 

計 20,849 

  （注）ケイテック㈱は、平成18

年１月１日付で㈱ジャフ

コ・エスアイジーNo.６

から商号変更しておりま

す。 

投資先会社名 
金 額 
(百万円)

カロナール㈱ 2,930 

ジャフコ・らでぃっしゅ 

ＭＢＯ㈱ 
1,565 

ケイテック㈱ 613 

計 5,109 

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 
 ３. 中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項の変更を適用せず

に、前中間連結会計期間

と同一の基準を適用した

場合は以下のとおりであ

ります。 

投資先会社名 
金 額 
(百万円)

ＳＮＣ㈱ 3,021 

カロナール㈱ 2,930 

らでぃっしゅぼーや㈱ 1,565 

ケイテック㈱ 613 

計 8,131 

 

４．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行10行及び

生命保険会社１社と特定融資枠

契約を締結しております。この

契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

特定融資枠の

総額 
16,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 16,000百万円 

４．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行５行及び

生命保険会社１社と特定融資枠

契約を締結しております。この

契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

特定融資枠の

総額 
10,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 10,000百万円

４．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行５行及び

生命保険会社１社と特定融資枠

契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

特定融資枠の

総額 
11,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 11,000百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１.営業投資有価証券売上原価に

は、強制評価損が990百万円含

まれております。 

※１.営業投資有価証券売上原価に

は、強制評価損が1,480百万円

含まれております。 

※１.営業投資有価証券売上原価に

は、強制評価損が1,471百万円

含まれております。 

※２.販売費及び一般管理費のうち、

主な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※２.販売費及び一般管理費のうち、

主な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※２.販売費及び一般管理費のうち、

主な費目及び金額は次のとおり

であります。 

従業員給料 1,289百万円 

従業員賞与 502百万円 

退職給付費用 81百万円 

不動産関係費  459百万円 

役員報酬 407百万円 

従業員給料 1,047百万円 

従業員賞与 624百万円 

退職給付費用 24百万円 

不動産関係費 403百万円 

従業員給料 2,379百万円 

従業員賞与 1,087百万円 

退職給付費用 152百万円 

不動産関係費 872百万円 

※３.固定資産売却益の内訳は次のと

おりであります。 

※３.   ──────── ※３.固定資産売却益の内訳は次のと

おりであります。 

車両運搬具 0百万円  車両運搬具 0百万円 

※４.固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

※４.固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

※４.固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

建物 40百万円 

器具・備品  12百万円 

不動産解約損 14百万円 

器具・備品  12百万円 建物 41百万円 

器具・備品 28百万円 

ソフトウェア 4百万円 

不動産解約損 14百万円 

※５.固定資産売却損の内訳は次のと

おりであります。 

※５.固定資産売却損の内訳は次のと

おりであります。 

※５.固定資産売却損の内訳は次のと

おりであります。 

車両運搬具 0百万円 

器具・備品  0百万円 

電話加入権 2百万円 

器具・備品  3百万円 車両運搬具 0百万円 

器具・備品  0百万円 

電話加入権 2百万円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加1,489千株は、平成18年６月７日開催の取締役会決議（会社法第165条第２項の規定に

よる定款の定めに基づく自己株式の取得の決議）に基づく取得560千株、平成18年６月22日開催の取締役会決

議（会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得の決議）に基づく取得927千株及び

単元未満株式の買取りによる０千株の合計であります。 

２．新株予約権に関する事項 

(注) 上表の新株予約権は、権利行使可能期間未到来であり、新株予約権の目的となる株式数は、147,800株で

あります。 

３．配当に関する事項 

（１） 配当金支払額 

平成18年６月22日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

・ 普通株式の配当に関する事項 

（２） 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末
株式数 
   （千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数 
  （千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数 
  （千株）  

 当中間連結会計期間末
株式数 
   （千株） 

発行済株式     

  普通株式 48,294 － － 48,294 

  合計 48,294 － － 48,294 

自己株式     

  普通株式（注） 8 1,489 － 1,497 

  合計 8 1,489 － 1,497 

 区 分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間 
末残高 

（百万円）
前連結会計
年度末  

当中間連結
会計期間 
増加  

当中間連結
会計期間 
減少  

当中間連結
会計期間 
期末  

 提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションと

しての新株予約権 
 －  －  －  －  － 40 

 合 計  －  －  －  －  － 40 

配当金の総額 ・・・ 2,414百万円

１株当たり配当額 ・・・ 50円

基準日 ・・・ 平成18年３月31日

効力発生日 ・・・ 平成18年６月23日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在）

※１.現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係は次のとおりであります。 

※１.現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係は次のとおりであります。 

※１.現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係は次の

とおりであります。 

(百万円) (百万円) (百万円) 

現金及び預金勘定 17,473 

有価証券勘定 9,517 

短期貸付金勘定 1 

従業員貸付金 △1 

現金及び現金同等物 26,991 

現金及び預金勘定 16,953 

有価証券勘定 37,326 

短期貸付金勘定 0 

従業員貸付金 △0 

現金及び現金同等物 54,279 

現金及び預金勘定 17,796 

有価証券勘定 11,195 

短期貸付金勘定 1 

従業員貸付金 △1 

現金及び現金同等物 28,991 

※２.現金及び現金同等物のうち投資

事業組合等持分の内訳は次のと

おりであります。 

※２.   ──────── ※２.現金及び現金同等物のうち投資

事業組合等持分の内訳は次のと

おりであります。 

(百万円)  (百万円) 

現金及び預金勘定 3,529 

有価証券勘定 6,871 

現金及び現金同等物 10,401 

 現金及び預金勘定 3,401 

有価証券勘定 8,523 

現金及び現金同等物 11,924 

※３.   ──────── ※３.現金及び現金同等物のうち、当

社グループが管理運営する投資

事業組合の内訳は次のとおりで

あります。 

※３.   ──────── 

 (百万円)  

 現金及び預金勘定 8,131 

有価証券勘定 36,619 

現金及び現金同等物 44,751 

 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

区 分 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日現在) 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

取得原価 
（百万円） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円）

差 額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円） 

差 額 
（百万円）

営業投資有価

証券に属する

もの 

         

(1) 株 式 8,074 30,685 22,611 11,437 36,924 25,487 7,470 35,515 28,045 

(2) 債 券 － － － － － － － － － 

(3) その他 － 2 2 － 0 0 － 1 1 

小  計 8,074 30,688 22,614 11,437 36,925 25,487 7,470 35,517 28,047 

投資有価証券

に属するもの 
         

(1) 株 式 15,097 43,155 28,058 15,097 53,734 38,636 15,097 49,192 34,094 

(2) 債 券 － － － － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － － － － 

小  計 15,097 43,155 28,058 15,097 53,734 38,636 15,097 49,192 34,094 

合  計 23,172 73,844 50,672 26,535 90,659 64,124 22,567 84,709 62,141 

 内  容 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日現在) 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

 その他有価証券    

営業投資有価証券に属

するもの 
   

非上場株式 

(店頭売買株式を除く) 
64,684 171,895 69,198 

非上場内国・外国債券 1,639 3,107 1,293 

そ の 他 16,026 24,240 16,072 

有価証券に属するもの    

受益証券 9,517 37,306 10,775 

投資事業組合等への 

出資金  
－ 20 420 

投資有価証券に属する

もの 
   

非上場株式 

(店頭売買株式を除く) 
9,516 11,287 9,486 

そ の 他 0 0 0 



前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）  

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更が「有価証券関係」に与える影響 

  
 １．その他有価証券で時価のあるもの 

営業投資有価証券に属するもの  

(１)株式  

(３)その他 

   ２．時価のない主な有価証券の内容 

      営業投資有価証券に属するもの  

有価証券に属するもの  

投資有価証券に属するもの  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）  

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更が「有価証券関係」に与える影響 

  
 １．その他有価証券で時価のあるもの 

営業投資有価証券に属するもの  

(１)株式  

   ２．時価のない主な有価証券の内容 

営業投資有価証券に属するもの  

有価証券に属するもの  

前連結会計年度（平成18年３月31日現在）  

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更が「有価証券関係」に与える影響 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

営業投資有価証券に属するもの  

(１)株式  

(３)その他 

取得原価 547百万円減少

中間連結貸借対照表計上額 2,403百万円減少

差額 1,855百万円減少

取得原価 －  

中間連結貸借対照表計上額  0百万円増加

差額  0百万円増加

非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,187百万円増加

非上場内国・外国債券  54百万円増加

その他  82百万円増加

受益証券 1,262百万円増加

投資事業組合等への出資金  4,060百万円減少

非上場株式（店頭売買株式を除く）  26百万円減少

取得原価 4,502百万円増加

中間連結貸借対照表計上額 10,811百万円増加

差額 6,309百万円増加

非上場株式（店頭売買株式を除く） 101,840百万円増加

非上場内国・外国債券  2,008百万円増加

その他 5,067百万円増加

受益証券 27,487百万円増加

取得原価  233百万円減少

連結貸借対照表計上額  1,314百万円減少

差額  1,081百万円減少

 取得原価 －  

 連結貸借対照表計上額 0百万円増加

 差額 0百万円増加



 ２．時価のない主な有価証券の内容 

    営業投資有価証券に属するもの  

    有価証券に属するもの  

    投資有価証券に属するもの  

非上場株式（店頭売買株式を除く）  3,896百万円増加

非上場内国・外国債券  43百万円減少

その他  20百万円減少

受益証券  187百万円減少

投資事業組合等への出資金   4,149百万円減少

非上場株式（店頭売買株式を除く）  2百万円増加



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当する事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（平成18年４月1日～平成18年９月30日） 

１．当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費    40百万円 

２．ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

  平成18年第４回新株予約権  平成18年第５回新株予約権 

 会社名   提出会社   提出会社 

 決議年月日 平成18年６月22日  平成18年６月22日 

 付与者の区分及び人数 当社の取締役10名及び監査役４名 
当社の従業員231名ならびに当社子会

社の取締役1名及び従業員１名 

 株式の種類別のストック・オプション

の付与数（注） 
普通株式     26,000株 普通株式     121,800株 

 付与日 平成18年７月10日 同左 

 権利確定条件  １. 新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても当社もしく

は当社の子会社の取締役、執行役

員、監査役、従業員であるか、ま

たは顧問、嘱託その他これに準ず

る地位にあるもののうち、取締役

会が認めるものであることを要す

る。 

 ２. 新株予約権者が死亡した場合は、

相続は認めない。 

 同左 

 対象勤務期間 
 自平成18年７月10日 

至平成20年６月30日 
 同左 

 権利行使期間 
 自平成20年７月１日 

至平成23年６月30日 
 同左 

 権利行使価格（円）  7,298  同左 

 付与日における公正な評価単価（円）  2,190  同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当企業集団が営む事業は、投資及び投資事業組合等管理運営事業の１セグメントであるため、該当事項はあり

ません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）１．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。  

 ２．当中間連結会計期間において、本邦の売上高の全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％以下と

なったため、所在地別セグメント情報を開示いたしました。 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更を適用せずに、前中間連結会計期間と同一の基

準を適用した場合、本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地

別セグメント情報の記載を省略することとなります。 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

 売上高             

(1）外部顧客に対する 

売上高 
22,818 99 4,637 27,555 － 27,555 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替

高 

261 65 5 333 (△333) － 

 計 23,080 165 4,643 27,888 (△333) 27,555 

 営業費用 16,001 511 3,139 19,652 (△285) 19,367 

 
営業利益 

又は営業損失（△） 
7,078 △346 1,504 8,236 (△47) 8,188 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  （注）１．「その他」の区分に属する地域は、アジア、欧州であります。  

 ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更を適用せずに、前中間連結会計期間と同一の基準を適用

した場合の海外売上高は以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）１．「その他」の区分に属する地域は、ヨーロッパであります。  

 ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  ３．前中間連結会計期間において「その他」の区分に属しておりましたアジアの「Ⅰ．海外売上高」は1,815

百万円、「Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合」は7.5％であります。 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更を適用せずに、前中間連結会計期間と同一の基準を適用

した場合の海外売上高は以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．「その他」の区分に属する地域は、ヨーロッパであります。  

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  米  国 そ の 他 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 2,463 3,897 6,360 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － 24,113 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.2 16.2 26.4 

  米  国 そ の 他 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 2,417 2,515 4,932 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － 18,344 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 13.2 13.7 26.9 

  米  国 ア ジ ア そ の 他  計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 2,215 3,568 563 6,348 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 27,555 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 8.0 12.9 2.0 23.0 

  米  国  ア ジ ア そ の 他   計 

Ⅰ． 海外売上高（百万円） 1,366 1,963 563 3,894 

Ⅱ． 連結売上高（百万円） － － － 19,983 

Ⅲ． 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 6.8 9.8 2.8 19.5 

  米  国 ア ジ ア そ の 他   計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 3,593 3,855 2,936 10,385 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 44,336 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 8.1 8.7 6.6 23.4 



  

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更を適用せずに、前連結会計年度と同一の基準を適用した場合

の海外売上高は以下のとおりであります。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は

次のとおりであります。 

  米  国  ア ジ ア そ の 他   計 

Ⅰ． 海外売上高（百万円） 3,582 2,950 2,936 9,469 

Ⅱ． 連結売上高（百万円） － － － 41,563 

Ⅲ． 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 8.6 7.1 7.1 22.8 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 2,861円76銭

１株当たり中間純利益

金額 
  112円24銭

１株当たり純資産額 3,002円25銭

１株当たり中間純利益

金額 
   105円３銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額  
  105円３銭

１株当たり純資産額  3,111円35銭

１株当たり当期純利益

金額 
   207円49銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額  
207円41銭 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株あたり中間（当期）純利益

金額  
   

 中間（当期）純利益 

      （百万円） 
5,419 5,006 10,168 

 普通株主に帰属しない金額 

      （百万円） 
－ － 150 

 （うち利益処分による 

    取締役賞与金（百万円））  
 （－）  （－）       （150）  

 普通株式に係る中間（当期） 

 純利益   （百万円） 
5,419 5,006 10,018 

 期中平均株式数(千株) 48,286 47,662 48,286 

        

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
      

 普通株式増加数（千株） － 2 18 

 （うち新株予約権）  （－）      （2）       （18）  

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類(新株予

約権の数3,984個）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

新株予約権４種類(新株予

約権の数3,847 個）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

新株予約権２種類(新株予

約権の数2,369個）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── 自己株式の取得  

 当会社は、平成18年６月７日

開催の取締役会決議（会社法第

165条第２項の規定による定款の

定めに基づく自己株式の取得の

決議）に基づき、平成18年６月

に自己株式の取得を行いまし

た。  

 自己株式の取得に関する事項

の概要は、次のとおりでありま

す。  

 また当会社は、平成18年６月22日

開催の取締役会において、会社法第

459条第１項の規定による定款の定め

に基づく自己株式の取得を決議いた

しました。 

（平成18年６月７日開催の取締役会

において、会社法第165条第２項の規

定による定款の定めに基づく自己株

式の取得を決議しておりましたが、

平成18年６月22日開催の当社第34回

定時株主総会において「定款一部変

更の件」が承認可決されたため、あ

らためて決議したものでありま

す。）  

（１）理由  経営環境の変化

に対応した機動

的な資本政策の

ため  

（２）取得の方法  東京証券取引所

における市場買

付け 

（３）取得した 

   株式の総数  

560千株 

（４）取得価額   3,593百万円 

（５）取得の時期  平成18年６月 

（１）理由  経営環境の変化

に対応した機動

的な資本政策の

ため  

（２）取得の方法  東京証券取引所

における市場買

付け 

（３）取得した 

   株式の総数  

939千株 

（４）取得価額の 

   総額   

6,406百万円 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金  10,907   4,873   10,876   

２．営業投資有価証券 ※２ 109,029   111,955   117,402   

３．投資損失引当金  △19,470   △19,860   △20,550   

４．有価証券  8,872   9,152   10,524   

５．繰延税金資産  －   1,177   －   

６．その他の流動資産  ※３  1,410   1,784   2,201   

７．貸倒引当金   －   △83   －   

流動資産合計   110,750 65.8  108,998 61.0  120,455 65.5

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 365   316   356   

２．無形固定資産  298   197   223   

３．投資その他の資産           

（1）投資有価証券  49,121   60,861   53,396   

（2）その他の投資等  7,782   8,393   9,507   

投資その他の資産合
計  56,904   69,254   62,904   

固定資産合計   57,568 34.2  69,769 39.0  63,485 34.5

資産合計   168,319 100.0  178,767 100.0  183,940 100.0

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．短期借入金  500   －   －   

２．１年以内返済 
長期借入金  15,347   15,637   17,374   

３．未払法人税等  80   166   135   

４．繰延税金負債  313   －   1,990   

５．その他の流動負債 ※３ 816   1,134   933   

流動負債合計   17,057 10.1  16,937 9.5  20,433 11.1

Ⅱ．固定負債           

１．長期借入金   15,261   12,885   10,056   

２．繰延税金負債  4,430   15,215   10,588   

３．退職給付引当金  761   686   753   

４．その他の固定負債  40   40   40   

固定負債合計   20,493 12.2  28,827 16.1  21,438 11.7

負債合計   37,550 22.3  45,765 25.6  41,871 22.8

           

（資本の部）           

Ⅰ．資本金   33,251 19.7  － －  33,251 18.1

Ⅱ．資本剰余金           

１．資本準備金  32,806   －   32,806   

資本剰余金合計   32,806 19.5  － －  32,806 17.8

Ⅲ．利益剰余金           

１．利益準備金  1,435   －   1,435   

２．任意積立金  26,000   －   26,000   

３．中間（当期） 
  未処分利益  7,748   －   12,490   

利益剰余金合計   35,184 20.9  － －  39,926 21.7

Ⅳ．その他有価証券 
評価差額金   29,585 17.6  － －  36,149 19.6

Ⅴ．自己株式   △58 △0.0  － －  △64 △0.0

資本合計   130,768 77.7  － －  142,068 77.2

負債資本合計   168,319 100.0  － －  183,940 100.0

 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ. 株主資本            

１. 資本金    － －  33,251 18.6  － － 

２. 資本剰余金            

(1) 資本準備金  －   32,806   －   

資本剰余金合計   － －  32,806 18.4  － － 

３. 利益剰余金            

(1) 利益準備金  －   1,435   －   

(2) その他利益剰余金           

別途積立金  －   26,000   －   

繰越利益剰余金  －   15,559   －   

利益剰余金合計    － －  42,995 24.0  － － 

４. 自己株式    － －  △10,064 △5.6  － － 

株主資本合計    － －  98,989 55.4  － － 

Ⅱ. 評価・換算差額等           

１.その他有価証券評価
差額金   － －  33,972 19.0  － － 

評価・換算差額等合計   － －  33,972 19.0  － － 

Ⅲ. 新株予約権   － －  40 0.0  － － 

純資産合計   － －  133,002 74.4  － － 

負債純資産合計   － －  178,767 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高 ※１  22,137 100.0  18,984 100.0  41,521 100.0 

Ⅱ．売上原価 ※２  19,650 88.8  9,272 48.8  27,797 66.9 

売上総利益   2,487 11.2  9,711 51.2  13,723 33.1 

投資損失引当金繰入額 
（△戻入額）   △8,100 △36.6  △688 △3.6  △7,020 △16.9 

部分資本直入法に基づく 
営業投資有価証券評価損 
（△戻入益） 

  △71 △0.3  － －  △350 △0.8 

部分純資産直入法に基づく 
営業投資有価証券評価損 
（△戻入益） 

  － －  258 1.4  － － 

差引売上総利益   10,659 48.1  10,141 53.4  21,093 50.8 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※３  2,625 11.8  2,682 14.1  5,202 12.5 

営業利益   8,033 36.3  7,459 39.3  15,891 38.3 

Ⅳ．営業外収益 ※４  405 1.8  1,531 8.1  724 1.7 

Ⅴ．営業外費用 ※５  169 0.7  197 1.1  329 0.8 

経常利益   8,269 37.4  8,793 46.3  16,286 39.2 

Ⅵ．特別利益 ※６  64 0.2  － －  65 0.2 

Ⅶ．特別損失 ※７  90 0.4  24 0.1  110 0.3 

税引前中間（当期） 
純利益   8,243 37.2  8,769 46.2  16,241 39.1 

法人税、住民税 
及び事業税  △12   163   △29   

法人税等調整額  3,352 3,339 15.0 2,972 3,135 16.5 6,625 6,596 15.9 

中間（当期）純利益   4,903 22.2  5,633 29.7  9,645 23.2 

前期繰越利益   2,844   －   2,844  

中間（当期）未処分利益   7,748   －   12,490  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．平成18年６月22日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．「その他有価証券の売却による増減」は、「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第９号 平成17年12月27日）の「変動事由の表示12．(1）」に従い、その他有価証券の売却益の

額に税効果を調整した後の額を表示しております。 

 

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

 

資本準備金 
資本剰余
金合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   別途積立金

繰越利益剰
余金 

前事業年度末残高（百万円） 33,251 32,806 32,806 1,435 26,000 12,490 39,926 △64 105,919 

当中間会計期間変動額          

  剰余金の配当（注）１           △2,414 △2,414   △2,414 

  中間純利益           5,633 5,633   5,633 

  自己株式の取得               △9,999 △9,999 

  取締役賞与金（注）１           △150 △150   △150 

  
その他有価証券の売却によ

る増減（注）２ 
                  

  

純資産の部に直接計上され

たその他有価証券評価差額

金の増減 

                  

  
株主資本以外の項目の当中

間会計期間変動額（純額） 
                  

当中間会計期間変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － 3,069 3,069 △9,999 △6,930 

当中間会計期間末残高 

（百万円） 
33,251 32,806 32,806 1,435 26,000 15,559 42,995 △10,064 98,989 

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計
  

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

前事業年度末残高（百万円） 36,149 36,149 － 142,068 

当中間会計期間変動額     

  剰余金の配当（注）１       △2,414 

  中間純利益       5,633 

  自己株式の取得       △9,999 

  取締役賞与金（注）１       △150 

  
その他有価証券の売却による

増減（注）２ 
△3,941 △3,941   △3,941 

  

純資産の部に直接計上された

その他有価証券評価差額金の

増減 

1,764 1,764   1,764 

  
株主資本以外の項目の当中間

会計期間変動額（純額） 
    40 40 

当中間会計期間変動額合計 

（百万円） 
△2,176 △2,176 40 △9,066 

当中間会計期間末残高 

（百万円） 
33,972 33,972 40 133,002 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価

法であります。 

同  左 同  左 

その他有価証券（営業投資有

価証券を含む） 

その他有価証券（営業投資有

価証券を含む） 

その他有価証券（営業投資有

価証券を含む） 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法であり

ます。 

 また、評価差額は部分

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法であり

ます。 

 また、評価差額は部分

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法でありま

す。 

 また、評価差額は部分

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法に基づく原

価法であります。 

同  左 同  左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 定率法によっております。  

  なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

 建物      ３～18年 

 車両運搬具     ６年 

 器具・備品   ３～20年 

同  左  同  左 

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

 ソフトウェア(自社利用分)

について、社内における見込

利用可能期間（５年）による

定額法によっております。 

同  左 同  左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

投資損失引当金 投資損失引当金 投資損失引当金 

 中間期末に有する営業投資

有価証券の損失に備えるた

め、投資先会社の実情を勘案

の上、その損失見積額を計上

しております。 

 なお、中間損益計算書の

「投資損失引当金繰入額(戻入

額)」は、投資損失引当金の当

中間期末残高と前期末残高の

差額を計上しております。 

同  左  期末に有する営業投資有価

証券の損失に備えるため、投

資先会社の実情を勘案の上、

その損失見積額を計上してお

ります。 

 なお、損益計算書の「投資

損失引当金繰入額(戻入額)」

は、投資損失引当金の当期末

残高と前期末残高の差額を計

上しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

 中間期末に有する債権の貸

倒損失に備えるため、貸付債

権その他これに準ずる債権に

ついては財務内容評価法、そ

の他の金銭債権については貸

倒実績率法により、回収不能

見込額を計上しております。 

同  左  期末に有する債権の貸倒損

失に備えるため、貸付債権そ

の他これに準ずる債権につい

ては財務内容評価法、その他

の金銭債権については貸倒実

績率法により、回収不能見込

額を計上しております。 

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、期末における退職給付

債務の見込額に基づき、中間

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 また、数理計算上の差異

は、発生年度の翌事業年度に

一括して、過去勤務債務は発

生時より１年間で処理するこ

ととしております。 

 従業員の退職給付に備える

ため、期末における退職給付

債務の見込額に基づき、中間

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 また、数理計算上の差異

は、発生年度の翌事業年度に

一括して処理し、過去勤務債

務は発生時より１年間で償却

することとしております。 

 従業員の退職給付に備える

ため、期末における退職給付

債務の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異

は、発生年度の翌期に一括し

て処理し、過去勤務債務は発

生時より１年間で償却するこ

ととしております。  

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

同  左  外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

（1）投資事業組合等への出資金に

係る会計処理 

（1）投資事業組合等への出資金に

係る会計処理 

（1）投資事業組合等への出資金に

係る会計処理 

 当社及び当社の子会社が管

理運営する投資事業組合等へ

の出資金に係る会計処理は、

当社と決算日が同一である組

合等については、当社の中間

決算日における組合等の中間

財務諸表に基づいて、また、

当社と決算日が同一でない組

合等については、当社の中間

決算日における組合等の仮決

算による財務諸表に基づい

て、組合等の資産、負債及び

収益、費用を当社の出資持分

割合に応じて計上しておりま

す。 

同  左  当社及び当社の子会社が管

理運営する投資事業組合等へ

の出資金に係る会計処理は、

当社と決算日が同一である組

合等については、当社の決算

日における組合等の財務諸表

に基づいて、また、当社と決

算日が同一でない組合等につ

いては、当社の決算日におけ

る組合等の仮決算による財務

諸表に基づいて、組合等の資

産、負債及び収益、費用を当

社の出資持分割合に応じて計

上しております。 

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（2）売上総利益区分 （2）売上総利益区分 （2）売上総利益区分 

 営業投資有価証券の回収過

程で発生する損益を確定した

ものと未確定のものに区分

し、確定したものについては

投資成果を、未確定のものに

ついては保有に伴って生じる

見込損失の変動状況をそれぞ

れ明確にするため、見込損失

部分を除外した売上総利益区

分を設け、その後に、投資損

失引当金の当中間期末残高と

前期末残高との差額を「投資

損失引当金繰入額（戻入

額）」として、また、時価の

ある営業投資有価証券につい

ては、当中間期末において時

価が取得原価を下回る金額か

ら前期末における当該金額を

控除した純額を「部分資本直

入法に基づく営業投資有価証

券評価損(戻入益) 」として区

分表示しております。 

 営業投資有価証券の回収過

程で発生する損益を確定した

ものと未確定のものに区分

し、確定したものについては

投資成果を、未確定のものに

ついては保有に伴って生じる

見込損失の変動状況をそれぞ

れ明確にするため、見込損失

部分を除外した売上総利益区

分を設け、その後に、投資損

失引当金の当中間期末残高と

前期末残高との差額を「投資

損失引当金繰入額（戻入

額）」として、また、時価の

ある営業投資有価証券につい

ては、当中間期末において時

価が取得原価を下回る金額か

ら前期末における当該金額を

控除した純額を「部分純資産

直入法に基づく営業投資有価

証券評価損(戻入益) 」として

区分表示しております。 

 営業投資有価証券の回収過

程で発生する損益を確定した

ものと未確定のものに区分

し、確定したものについては

投資成果を、未確定のものに

ついては保有に伴って生じる

見込損失の変動状況をそれぞ

れ明確にするため、見込損失

部分を除外した売上総利益区

分を設け、その後に、投資損

失引当金の当期末残高と前期

末残高との差額を「投資損失

引当金繰入額（戻入額 ）」と

して、また、時価のある営業

投資有価証券については、当

期末において時価が取得原価

を下回る金額から前期末にお

ける当該金額を控除した純額

を「部分資本直入法に基づく

営業投資有価証券評価損(戻入

益) 」として区分表示してお

ります。 

（3）消費税等の会計処理 （3）消費税等の会計処理 （3）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式を採用しており、控除

対象外の消費税等について

は、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 ただし、固定資産に係る控

除対象外の消費税等は、「そ

の他の投資等」に含めて計上

し、法人税法の規定により均

等償却しております。 

同  左 同  左 

(4）連結納税制度の適用  (4）連結納税制度の適用    (4）連結納税制度の適用 

 当中間会計期間から連結納

税制度を適用しております。  

 連結納税制度を適用してお

ります。  

      当事業年度から連結納税制

    度を適用しております。  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

   

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

（投資事業組合等への出資金に係る

会計処理） 

 当社及び当社の子会社が管理運

営する当社と決算日が同一でない

投資事業組合等への出資金に係る

会計処理は、従来、組合等の事業

年度の財務諸表及び事業年度の中

間会計期間に係る中間財務諸表に

基づいて、組合等の資産、負債及

び収益、費用を当社の出資持分割

合に応じて計上するとともに、組

合等が保有する時価のある営業投

資有価証券及び時価のない外貨建

営業投資有価証券の当社持分に対

する評価差額については、組合等

の事業年度末（中間会計期間末）

における残高を基礎に、当社の中

間決算日の時価及び為替レートを

適用して算定しておりましたが、

当中間会計期間から当社の中間決

算日における組合等の仮決算によ

る財務諸表に基づいて計上する方

法に変更いたしました。 

 この変更は、当社の当該組合等

への出資金額が増加するととも

に、当該組合等への出資額の重要

性が増したことから、当社と当該

組合等との決算日差異を解消する

ことにより、当社の資産、負債及

び収益、費用をより適切に計上、

表示するためのものであります。 

 この変更が中間財務諸表に与え

る主な影響（前事業年度と同一の

基準を適用した場合と比較）は以

下のとおりであります。 

（中間貸借対照表） 

現金及び預金 2,113百万円増加

営業投資有価証券 756百万円増加

投資損失引当金 250百万円減少

有価証券 2,300百万円減少

その他の流動資産 151百万円減少

その他有価証券 
評価差額金 

1,170百万円減少

────── （投資事業組合等への出資金に係る

会計処理） 

 当社及び当社の子会社が管理運

営する当社と決算日が同一でない

投資事業組合等への出資金に係る

会計処理は、従来、組合等の事業

年度の財務諸表及び事業年度の中

間会計期間に係る中間財務諸表に

基づいて、組合等の資産、負債及

び収益、費用を当社の出資持分割

合に応じて計上するとともに、組

合等が保有する時価のある営業投

資有価証券及び時価のない外貨建

営業投資有価証券の当社持分に対

する評価差額については、組合等

の事業年度末（中間会計期間末）

における残高を基礎に、当社の決

算日の時価及び為替レートを適用

して算定しておりましたが、当事

業年度から当社の決算日における

組合等の仮決算による財務諸表に

基づいて計上する方法に変更いた

しました。 

 この変更は、当社の当該組合等

への出資金額が増加するととも

に、当該組合等への出資額の重要

性が増したことから、当社と当該

組合等との決算日差異を解消する

ことにより、当社の資産、負債及

び収益、費用をより適切に計上、

表示するためのものであります。 

 この変更が当事業年度の財務諸

表に与える主な影響（前事業年度

と同一の基準を適用した場合と比

較）は以下のとおりであります。 

（貸借対照表） 

現金及び預金 1,276百万円増加

営業投資有価証券 2,310百万円増加

投資損失引当金 150百万円減少

有価証券 4,337百万円減少

その他の流動資産 248百万円増加

その他有価証券 
評価差額金 

 768百万円減少

   

   
 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

（中間損益計算書）  

売上高 5,519百万円増加

売上原価 3,118百万円増加

投資損失引当金 
繰入額  

250百万円減少

部分資本直入法に
基づく 
営業投資有価証券
評価損戻入益 

10百万円増加

差引売上総利益 2,661百万円増加

販売費及び 
一般管理費 

17百万円増加

営業利益 2,644百万円増加

営業外収益 8百万円減少

営業外費用  0百万円増加

経常利益及び 
税引前中間純利益 

2,636百万円増加

────── （損益計算書）  

売上高 2,491百万円増加

売上原価 1,730百万円増加

投資損失引当金 
戻入額  

150百万円増加

部分資本直入法に
基づく 
営業投資有価証券
評価損戻入益 

14百万円増加

差引売上総利益 925百万円増加

販売費及び
一般管理費 

9百万円増加

営業利益 916百万円増加

営業外収益 15百万円増加

営業外費用  0百万円増加

経常利益及び 
税引前当期純利益 

931百万円増加

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありませ

ん。 

  ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は132,961百万円でありま

す。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間末における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

   ──────  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

──────  （ストック・オプション等に関す

る会計基準） 

 当中間会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用しており

ます。 

これにより販売費及び一般管理費に

40百万円が計上され、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ40百万円減少しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は  1,186百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は1,209百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は1,178百万円であります。 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産並びに担

保付債務はありません。 

同  左 同  左 

但し、当社の営業投資先の債務

に対し担保提供しております。 

同  左 同  左 

担保資産 担保資産 担保資産 

営業投資有価証券 営業投資有価証券 営業投資有価証券 

投資先会社名 
金 額 
(百万円)

カロナール㈱ 2,930 

㈱ジャフコ・エスアイジー

No.６ 
613 

計 3,543 

 （注）１. らでぃっしゅぼーや㈱

は、平成18年９月１日付

でジャフコ・らでぃっし

ゅＭＢＯ㈱から商号変更

しております。 

 ２. ケイテック㈱は、平成18

年１月１日付で㈱ジャフ

コ・エスアイジーNo.６

から商号変更しておりま

す。 

投資先会社名 
金 額 
(百万円)

ＳＮＣ㈱ 3,021 

カロナール㈱ 2,930 

らでぃっしゅぼーや㈱ 1,565 

ケイテック㈱  613 

計 8,131 

（注）ケイテック㈱は、平成18

年１月１日付で㈱ジャフ

コ・エスアイジーNo.６

から商号変更しておりま

す。 

投資先会社名 
金 額 
(百万円)

カロナール㈱ 2,930 

ジャフコ・らでぃっしゅ 

ＭＢＯ㈱ 
1,565 

ケイテック㈱  613 

計 5,109 

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い ※３．    ────── 

 仮受消費税等と仮払消費税等

のうち控除対象消費税等を相殺

し、その差額をその他の流動資

産に含めて表示しております。 

 仮受消費税等と仮払消費税等

のうち控除対象消費税等を相殺

し、その差額をその他の流動負

債に含めて表示しております。 

  

４．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行10行及び

生命保険会社１社と特定融資枠

契約を締結しております。この

契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  

特定融資枠の

総額 
16,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 16,000百万円 

４．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行５行及び

生命保険会社１社と特定融資枠

契約を締結しております。この

契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  

特定融資枠の

総額 
10,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 10,000百万円

４．当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行５行及び

生命保険会社１社と特定融資枠

契約を締結しております。この

契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

特定融資枠の

総額 
11,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 11,000百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１.売上高の主な内訳は次のとおり

であります。 

※１.売上高の主な内訳は次のとおり

であります。 

※１.売上高の主な内訳は次のとおり

であります。 

営業投資有価証
券売上高 

20,085百万円 

投資事業組合等
管理収入 

2,037百万円 

営業投資有価証
券売上高 

16,554百万円 

投資事業組合等
管理収入 

2,411百万円 

営業投資有価証
券売上高 

36,183百万円 

投資事業組合等
管理収入 

5,289百万円 

※２.売上原価の主な内訳は次のとお

りであります。 

※２.売上原価の主な内訳は次のとお

りであります。 

※２.売上原価の主な内訳は次のとお

りであります。 

営業投資有価
証券売上原価 

17,944百万円 
営業投資有価
証券売上原価 

8,455百万円 
営業投資有価
証券売上原価 

24,444百万円 

※３.減価償却実施額の内訳は次のと

おりであります。 

※３.減価償却実施額の内訳は次のと

おりであります。 

※３.減価償却実施額の内訳は次のと

おりであります。 

有形固定資産 36百万円 

無形固定資産 82百万円 

有形固定資産 35百万円 

無形固定資産 66百万円 

有形固定資産 78百万円 

無形固定資産 162百万円 

※４.営業外収益の主な内訳は次のと

おりであります。 

※４.営業外収益の主な内訳は次のと

おりであります。 

※４.営業外収益の主な内訳は次のと

おりであります。 

預金利息 0百万円 

有価証券利息
配当金 

312百万円 

貸付金利息 1百万円 

預金利息 59百万円 

有価証券利息
配当金 

1,449百万円 

貸付金利息 1百万円 

預金利息 70百万円 

有価証券利息
配当金 

492百万円 

貸付金利息 3百万円 

為替差益 91百万円 

※５.営業外費用の主な内訳は次のと

おりであります。 

※５.営業外費用の主な内訳は次のと

おりであります。 

※５.営業外費用の主な内訳は次のと

おりであります。 

支払利息 164百万円 支払利息 156百万円 支払利息 319百万円 

※６.特別利益の主な内訳は次のとお

りであります。 

※６.   ────── ※６.特別利益の主な内訳は次のとお

りであります。 

固定資産売却益 0百万円 

関係会社清算益 15百万円  

償却債権取立益 46百万円 

 固定資産売却益 0百万円 

関係会社清算益 17百万円 

償却債権取立益 46百万円 

※７.特別損失の主な内訳は次のとお

りであります。 

固定資産除却損 3百万円 

固定資産売却損 2百万円 

投資有価証券 
評価損 

83百万円 

※７.特別損失の主な内訳は次のとお

りであります。 

固定資産除却損 12百万円 

固定資産売却損 3百万円 

投資有価証券
評価損 

2百万円 

出資金評価損 5百万円 

※７.特別損失の主な内訳は次のとお

りであります。 

固定資産除却損 23百万円 

固定資産売却損 2百万円 

投資有価証券 
評価損 

83百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加1,489千株は、平成18年６月７日開催の取締役会決議（会社法第165条第２項の規定に

よる定款の定めに基づく自己株式の取得の決議）に基づく取得560千株、平成18年６月22日開催の取締役会決

議（会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得の決議）に基づく取得927千株及び

単元未満株式の買取りによる０千株の合計であります。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  
前事業年度末株式数  

   （千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 自己株式         

   普通株式（注） 8 1,489 － 1,497 

    合計 8 1,489 － 1,497 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は

次のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 2,708円19銭

１株当たり中間純利益

金額 
101円55銭

１株当たり純資産額 2,841円27銭

１株当たり中間純利益

金額 
 118円20銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益

金額 

118円19銭

１株当たり純資産額  2,939円16銭

１株当たり当期純利益

金額 
    196円65銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

金額 

   196円57銭

   

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益

金額  
   

 中間（当期）純利益 

 （百万円） 
4,903 5,633 9,645 

 普通株主に帰属しない金額 

 （百万円） 
－ － 150 

 （うち利益処分による 

  取締役賞与金（百万円））  
 （－） （－）  (150)  

 普通株式に係る中間（当期） 

 純利益（百万円） 
4,903 5,633 9,495 

 期中平均株式数(千株) 48,286 47,662 48,286 

        

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額  
      

 普通株式増加数（千株） － 2 18 

 （うち新株予約権）  （－）      （2）       （18）  

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類(新株予

約権の数3,984個）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

新株予約権４種類(新株予

約権の数3,847個）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

新株予約権２種類(新株予

約権の数2,369個）。 

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── 自己株式の取得  

 当会社は、平成18年６月に自己

株式の取得の実施及び自己株式の

取得の決議をいたしました。概要

につきましては、「１．中間連結

財務諸表等 （１）中間連結財務諸

表 （重要な後発事象）」に記載の

とおりであります。 



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 臨時報告書  

平成18年６月22日関東財務局長に提出。  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。  

(2) 臨時報告書  

平成18年６月22日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。 

(3) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第34期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日関東財務局長に提出。 

(4) 臨時報告書の訂正報告書  

     平成18年７月10日関東財務局長に提出。 

 平成18年６月22日提出臨時報告書の訂正報告書であります。 

(5) 臨時報告書の訂正報告書  

     平成18年７月10日関東財務局長に提出。 

 平成18年６月22日提出臨時報告書の訂正報告書であります。 

(6) 自己株券買付状況報告書    

報告期間（自 平成18年６月７日 至 平成18年６月30日）平成18年７月14日関東財務局長に提出。  

(7) 自己株券買付状況報告書  

報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月15日関東財務局長に提出。  

(8) 自己株券買付状況報告書   

  報告期間（自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日）平成18年９月14日関東財務局長に提出。     

(9) 自己株券買付状況報告書   

  報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月13日関東財務局長に提出。   

(10) 臨時報告書  

平成18年12月22日関東財務局長に提出。  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年１２月  ９日

株式会社ジャフコ    

 取 締 役 会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 安浪 重樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 片岡 久依  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジャフコの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ジャフコ及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は連結子会社の事業年度が

会社と異なる場合の処理について、従来、当該連結子会社の中間決算日における中間財務諸表を基礎とし、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整をしていたが、当中間連結会計期間から、中間連結決算日現在

で実施した仮決算による財務諸表を使用する方法に変更した。 

  また、会社及び連結子会社はその管理運営する会社と決算日が同一でない投資事業組合等への出資金に係る会計処理に

ついて、従来、組合等の資産、負債及び収益、費用を会社及び連結子会社の出資持分割合に応じて計上するとともに、組

合等が保有する時価のある営業投資有価証券及び時価のない外貨建営業投資有価証券の会社及び連結子会社持分に対する

評価差額については、組合等の事業年度末（中間会計期間末）における残高を基礎に、会社及び連結子会社の中間決算日

の時価及び為替レートを適用して算定していたが、当中間連結会計期間から、中間連結決算日における組合等の仮決算に

よる財務諸表に基づいて計上する方法に変更した。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１８年１２月２２日

株式会社ジャフコ    

 取 締 役 会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 水上 亮比呂  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 片岡 久依   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジャフコの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ジャフコ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から

「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告

第２０号 平成１８年９月８日）を適用し、中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年１２月  ９日

株式会社ジャフコ    

 取 締 役 会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 安浪 重樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 片岡 久依  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジャフコの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジャフコの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は会社及び子会社が管理運営する会社

と決算日が同一でない投資事業組合等への出資金に係る会計処理について、従来、組合等の資産、負債及び収益、費用を

会社の出資持分割合に応じて計上するとともに、組合等が保有する時価のある営業投資有価証券及び時価のない外貨建営

業投資有価証券の会社持分に対する評価差額については、組合等の事業年度末（中間会計期間末）における残高を基礎

に、会社の中間決算日の時価及び為替レートを適用して算定していたが、当中間会計期間から、会社の中間決算日におけ

る組合等の仮決算による財務諸表に基づいて計上する方法に変更した。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１８年１２月２２日

株式会社ジャフコ    

 取 締 役 会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 水上 亮比呂  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 片岡 久依   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジャフコの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３５期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジャフコの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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